
【表紙】
 

【提出書類】 有価証券報告書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成29年６月28日

【事業年度】 第26期（自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日）

【会社名】 株式会社トーメンデバイス

【英訳名】 TOMEN DEVICES CORPORATION

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長　　妻木　一郎

【本店の所在の場所】 東京都中央区晴海一丁目８番12号

【電話番号】 ０３（３５３６）９１５０（代表）

【事務連絡者氏名】 経理部長　　原　英記

【最寄りの連絡場所】 東京都中央区晴海一丁目８番12号

【電話番号】 ０３（３５３６）９１５０（代表）

【事務連絡者氏名】 経理部長　　原　英記

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

 

EDINET提出書類

株式会社トーメンデバイス(E02946)

有価証券報告書

 1/82



第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等

回次 第22期 第23期 第24期 第25期 第26期

決算年月 平成25年３月 平成26年３月 平成27年３月 平成28年３月 平成29年３月

売上高 （百万円） 137,539 174,654 171,882 189,372 156,677

経常利益 （百万円） 1,954 1,867 1,681 1,779 1,690

親会社株主に帰属する当期

純利益
（百万円） 1,191 1,051 1,056 1,177 1,230

包括利益 （百万円） 1,247 1,542 1,336 1,119 1,303

純資産額 （百万円） 22,690 23,563 24,637 25,485 26,448

総資産額 （百万円） 43,617 51,228 54,603 56,656 70,519

１株当たり純資産額 （円） 3,289.76 3,457.33 3,612.04 3,735.11 3,873.53

１株当たり当期純利益金額 （円） 175.20 154.61 155.33 173.14 180.86

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額
（円） － － 143.66 156.99 158.88

自己資本比率 （％） 51.3 45.9 45.0 44.8 37.4

自己資本利益率 （％） 5.4 4.6 4.4 4.7 4.8

株価収益率 （倍） 10.7 11.3 12.3 10.2 12.3

営業活動によるキャッ

シュ・フロー
（百万円） 3,166 △2,854 1,121 11,012 9,586

投資活動によるキャッ

シュ・フロー
（百万円） △24 △367 △60 24 △37

財務活動によるキャッ

シュ・フロー
（百万円） △2,550 2,763 △711 △7,328 3,024

現金及び現金同等物の期末

残高
（百万円） 1,502 1,137 1,601 5,280 17,860

従業員数 （人） 149 113 121 116 127

（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．第22期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。第23期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、希薄化を有している潜在株式が存在

しないため記載しておりません。

３．為替予約については、従来、振当処理の要件を満たしている場合には振当処理を行なっておりましたが、為

替リスクの評価及び為替予約に関する管理体制の見直しを契機として、デリバティブ取引に係る損益をより

的確に表示するため、第23期より原則的な処理方法に変更いたしました。

この変更により第22期については、当該会計方針の変更を反映した遡及修正後の数値を記載しております。

なお、第21期以前に係る累積的影響額については、第22期の期首の純資産額に反映させております。
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(2）提出会社の経営指標等

回次 第22期 第23期 第24期 第25期 第26期

決算年月 平成25年３月 平成26年３月 平成27年３月 平成28年３月 平成29年３月

売上高 （百万円） 118,569 103,888 103,881 97,797 85,504

経常利益 （百万円） 1,807 1,635 1,461 1,676 981

当期純利益 （百万円） 1,095 914 919 1,173 658

資本金 （百万円） 2,054 2,054 2,054 2,054 2,054

発行済株式総数 （株） 6,802,000 6,802,000 6,802,000 6,802,000 6,802,000

純資産額 （百万円） 21,886 22,692 23,302 24,285 24,641

総資産額 （百万円） 34,849 38,187 38,165 45,141 54,655

１株当たり純資産額 （円） 3,217.80 3,336.36 3,425.99 3,570.51 3,622.94

１株当たり配当額

（円）

50 40 40 50 60

(うち１株当たり中間配当

額)
（ － ） （ － ） （ － ） （ － ） （ － ）

１株当たり当期純利益金額 （円） 161.04 134.42 135.21 172.47 96.80

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額
（円） － － － － －

自己資本比率 （％） 62.8 59.4 61.1 53.8 45.1

自己資本利益率 （％） 5.1 4.1 4.0 4.9 2.7

株価収益率 （倍） 11.6 13.0 14.1 10.2 22.9

配当性向 （％） 31.0 29.8 29.6 29.0 62.0

従業員数 （人） 120 82 85 82 86

（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．持分法を適用した場合の投資利益については、連結財務諸表を作成しているため記載しておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

４．為替予約については、従来、振当処理の要件を満たしている場合には振当処理を行なっておりましたが、為

替リスクの評価及び為替予約に関する管理体制の見直しを契機として、デリバティブ取引に係る損益をより

的確に表示するため、第23期より原則的な処理方法に変更いたしました。

この変更により第22期については、当該会計方針の変更を反映した遡及修正後の数値を記載しております。

なお、第21期以前に係る累積的影響額については、第22期の期首の純資産額に反映させております。
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２【沿革】

　当社は、株式会社トーメンエレクトロニクスの半導体部門の一部を分離・独立させる形で、サムスングループ製半

導体の販売を目的として、株式会社トーメン（現豊田通商株式会社）、株式会社トーメンエレクトロニクス（現株式

会社ネクスティエレクトロニクス）、三星電子ジャパン株式会社（現日本サムスン株式会社）の３社共同出資によ

り、平成４年３月19日、東京都中央区日本橋大伝馬町６番７号に設立されました。

　株式会社トーメンデバイス設立以後の沿革は、次のとおりであります。

年月 沿　　　　革

平成４年３月 半導体の販売を目的として、株式会社トーメンデバイスを設立

平成５年３月 名古屋市中区に名古屋営業所開設

平成７年１月 本社を東京都中央区日本橋堀留町一丁目10番15号に移転

平成７年12月 大阪市中央区に大阪営業所開設

平成８年４月 シンガポールにシンガポール支店開設

平成12年２月 物流の効率化を目的として、東京都品川区に商品センター開設

平成13年１月 本社を東京都中央区日本橋人形町一丁目３番８号に移転

平成13年４月 株式の額面金額変更のため、形式上の存続会社である株式会社トーメンデバイス（旧丹

商株式会社）と合併

平成14年６月 中国上海市に上海東棉半導体有限公司を設立

 日本証券業協会（現ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード））に株式を店頭登録

平成16年１月 本社、商品センター、大阪営業所及び名古屋営業所を対象に環境マネジメントシステム

ISO14001の認証を取得

平成16年３月 東京証券取引所市場第二部に株式上場

平成17年３月 東京証券取引所市場第一部に指定

平成19年３月 本社を東京都中央区晴海一丁目８番12号に移転

平成24年３月 ホンコンにATMD (Hong Kong) Limitedを設立

平成24年12月 本社、商品センター、大阪営業所及び名古屋営業所を対象に品質マネジメントシステム

ISO9001及び情報セキュリティマネジメントシステムISO27001の認証を取得
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３【事業の内容】

　当社の企業集団は、当社、親会社、子会社４社、関連会社１社及びその他関係会社で構成され、当社及び子会社

は、半導体及び電子部品などの売買を主な事業としております。

　当社の親会社である豊田通商株式会社は総合商社であり、７つの事業領域とそれをサポートするコーポレート部門

により事業を展開しています。

　その他の関係会社である株式会社ネクスティエレクトロニクスは、豊田通商株式会社の連結子会社であり、多数の

外国系半導体メーカー製の半導体及び電子部品などの売買を主な事業としております。

　当社は、株式会社トーメンエレクトロニクス（現 株式会社ネクスティエレクトロニクス）のサムスングループ製

半導体の販売部門を分離独立させる形で設立された経緯から、設立以来、サムスングループの半導体及び電子部品を

中心に取り扱いを行っているのに対し、株式会社ネクスティエレクトロニクスはサムスングループ以外の外国系半導

体メーカーの半導体及び電子部品を中心に取り扱うことで棲み分けております。

　また、当社グループは、国内においては、当社が主に日本国内のサムスングループより商品を仕入れ販売し、海外

においては、当社の海外支店及び子会社が主に海外のサムスングループから商品を仕入れ販売しております。

 

　当社グループの当該事業に係る主な取扱商品は、次のとおりであります。

品目別 主要取扱品目

半導体  

メモリー DRAM、NAND FLASH、MCP、SSD

システムＬＳＩ SOC（ASIC、AP等）、LCDドライバー、CMOSイメージセンサー

液晶デバイス 液晶パネル

その他 有機ELパネル、LED、MLCC、ODD等

 

［事業系統図］

　以上述べた事項を事業系統図によって示すと、次のとおりであります。

 

EDINET提出書類

株式会社トーメンデバイス(E02946)

有価証券報告書

 5/82



４【関係会社の状況】

　関係会社は次のとおりであります。

名　　　　称 住　　所 資本金
主要な

事業の内容

議決権の所有
（又は被所有）

割合(％)
関係内容

（親会社）
名古屋市中村区

百万円
総合商社

（被所有）50.1 商品の一部販売等

役員の兼任有り豊田通商株式会社 64,936 (23.5)

（連結子会社） 中華人民共和国

上海市

千人民元 半導体及び

電子部品の

売買

100.0
商品の一部売買等

役員の兼任有り上海東棉半導体有限公司 2,483

（連結子会社）
香港特別行政区

千米ドル 半導体及び

電子部品の

売買

96.1
商品の一部売買等

役員の兼任有りATMD(Hong Kong)Limited 10,200

（連結子会社）
中華人民共和国

上海市

千人民元 半導体及び

電子部品の

売買

96.1

[96.1]

商品の一部売買等

役員の兼任有りATMD Electronics

(Shanghai) Limited

1,000

（連結子会社）
中華人民共和国

深セン市

千人民元 半導体及び

電子部品の

売買

96.1

[96.1]

商品の一部売買等

役員の兼任有りATMD Electronics

(Shenzhen) Limited

1,000

（持分法適用関連会社）

東京都港区

百万円 半導体及び

電子部品の

売買

38.9
商品の一部販売等

役員の兼任有りITGマーケティング株式会

社

81

（その他の関係会社）

東京都港区

百万円 半導体及び

電子部品の

売買

（被所有）23.5 商品の一部販売等
株式会社トーメンエレク

トロニクス

5,251

（注）１．豊田通商株式会社は、有価証券報告書提出会社であります。

２．議決権の被所有割合の(　)内は、間接被所有割合で内数であります。

３．議決権の被所有割合の[　]内は、間接所有割合で内数であります。

４．ATMD（Hong Kong）Limitedについては、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く。）の連結売上高に占

める割合が10%を超えております。

　　　　　主要な損益情報等　　（１）売上高　　　　73,399百万円

　　　　　　　　　　　　　　　（２）経常利益　　　　 634百万円

　　　　　　　　　　　　　　　（３）当期純利益　　　 529百万円

　　　　　　　　　　　　　　　（４）純資産額　　　 2,533百万円

　　　　　　　　　　　　　　　（５）総資産額　　　19,081百万円

　　　５．平成29年４月１日に、株式会社トーメンエレクトロニクスは、当社の親会社の子会社である株式会社豊通エ

レクトロニクスと合併し、株式会社ネクスティエレクトロニクスに商号を変更いたしました。
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５【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

平成29年３月31日現在
 

セグメントの名称 従業員数（人）

日本 82  

海外 45  

合計 127  

（注）従業員数は就業人員であり、当企業集団外から当企業集団への出向者３名を含んでおります。また、臨時

雇員、嘱託及び当企業集団から当企業集団外への出向者は含んでおりません。

 

(2）提出会社の状況

平成29年３月31日現在
 

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円）

86 41.1 10.2 7,854,223

 

平成29年３月31日現在
 

セグメントの名称 従業員数（人）

日本 82  

海外 4  

合計 86  

（注）１．従業員数は就業人員であり、他社から当社への出向者２名を含んでおります。また、臨時雇員、嘱託

及び当社から他社への出向者は含んでおりません。

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

 

(3）労働組合の状況

　労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1）業績

　当連結会計年度におけるわが国経済は、緩やかな景気の回復基調が続いております。企業では、収益環境の改善

が持続しており、雇用所得環境も改善が続いております。個人消費は力強さに欠けるものの、緩やかな回復傾向が

続いております。また海外経済は、米国の雇用環境が改善している一方で、新政権における経済政策の動向、中国

をはじめとする新興国経済の減速、英国のEU離脱問題などにより、引き続き先行き不透明な状況が続いておりま

す。

　エレクトロニクス業界におきましては、デジタルカメラ、PC、レコーダー、テレビ等、スマートフォン以外のデ

ジタル家電需要が低調気味であるものの、車載や産業機械向けなど電子部品・デバイス類の用途が拡大しているこ

とを背景に、昨年後半から世界の半導体出荷額は急増しております。その一方、DRAM及びNAND FLASHはタイト感が

強まり、価格も上昇し、物量の確保が困難な状況が続いております。

　このような状況下、当社グループは、物量の確保に努め、国内ではSSD、中国市場ではスマートフォン向けにCIS

（CMOSイメージセンサ）の販売に注力いたしました。しかし、国内コンシューマー市場中心に当社グループを取り

巻く市場環境は厳しく、また、急速に進んだ為替相場の変動により、売上高は1,566億77百万円（前年同期比

17.3％減）、営業利益は12億52百万円（同34.3％減）、経常利益は16億90百万円（同5.0％減）、親会社株主に帰

属する当期純利益は12億30百万円（同4.5％増）となりました。

 

　当社は、米ドル建ての外貨建取引については、為替予約により為替相場の変動リスクを回避しております。為替

相場が急速に変動した場合、仕入と売上の計上時の為替レート差が生じ、円高の場合は、売上総利益、営業利益は

減益に、円安の場合は増益になります。しかし、営業外収益にて見合いの為替差損益が発生することにより、経常

利益においては、概ね、契約時点で見込んだ利益額が計上されます（当社は「金融商品に関する会計基準」におけ

る原則的処理方法によるヘッジ会計を適用しており、特例としての振当処理は行っておりません）。

　なお、当社子会社において発生しておりました未回収債権を当連結会計年度において回収したことにより、販売

費及び一般管理費において貸倒引当金戻入益２億81百万円を計上しております。

 

　また、当連結会計年度のセグメント別の業績は、次のとおりであります。

（日本）

　PC、サーバー、ストレージ向け中心にSSDの拡販を行いましたが、国内コンシューマー市場の低迷とDRAM中心に

物量の確保に苦戦し、また、急速に進んだ為替相場の変動により、仕入と売上の計上時の為替レート差が生じたた

め、このセグメントの売上高は753億81百万円（前年同期比16.0％減）、セグメント利益は４億47百万円（同

63.5％減）となりました。

（海外）

　スマートフォン向けにCIS（CMOSイメージセンサ）の販売が順調であったものの、テレビ、モニター向け液晶パ

ネルの売上が伸びず、NANDも物量確保の問題で販売が低迷しました。しかし、経費削減の効果や販売費及び一般管

理費において貸倒引当金戻入益を計上したことも寄与し、このセグメントの売上高は812億96百万円（同18.4％

減）、セグメント利益は８億２百万円（同15.5％増）となりました。

 

（2）キャッシュ・フロー

　当連結会計年度末における現金及び現金同等物の残高は178億60百万円となり、前連結会計年度末に比べ125億79

百万円増加いたしました。

　当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動によるキャッシュ・フローは、95億86百万円の収入（前年同期比14億26百万円減）となりました。これ

は主に税金等調整前当期純利益の計上（16億90百万円）、売上債権の減少（20億８百万円）、前渡金の増加（31億

88百万円）、仕入債務の減少（35億31百万円）および未払金の増加（128億14百万円）によるものです。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動によるキャッシュ・フローは、37百万円の支出（前年同期は24百万円の収入）となりました。これは主

に有形固定資産の取得による支出（10百万円）及び無形固定資産の取得による支出（29百万円）によるものです。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動によるキャッシュ・フローは、30億24百万円の収入（前年同期は73億28百万円の支出）となりました。

これは主に短期借入金の増加（33億64百万円）および配当金の支払（３億39百万円）によるものです。
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２【仕入及び販売の状況】

（1）仕入実績

  　当連結会計年度の仕入実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当連結会計年度

（自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日）

前年同期比（％）

日本（百万円） 82,668 90.8

海外（百万円） 81,397 85.5

合計（百万円） 164,065 88.1

（注）１．セグメント間の内部振替前の数値によっております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

（2）販売実績

  　当連結会計年度の販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当連結会計年度

（自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日）

前年同期比（％）

日本（百万円） 85,138 87.8

海外（百万円） 82,031 82.3

合計（百万円） 167,169 85.0

（注）１．セグメント間の内部振替前の数値によっております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

３．最近２連結会計年度の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は、次の

とおりであります。

相手先

前連結会計年度
（自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日）

金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円） 割合（％）

O-film Global (HK)

Trading Limited
18,105 9.6 21,118 13.5

富士通株式会社 24,843 13.1 20,949 13.4

（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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３【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

　当社グループは、経営理念である「先端ニーズの未来を見据え、最新の情報でグローバルなパートナーシップを

構築します」のもと、サムスングループとの関係を強みとした事業展開と豊田通商グループとのシナジーを通じ

て、お客様に密着したきめ細かなサービスを提供し、お客様に満足していただくことを経営の基本方針としており

ます。

　当社グループは、お客様の多様なニーズに合わせ、高い競争力を持つサムスングループとの関係と豊田通商グ

ループとの連携を強みとした事業展開を行っております。

　当社グループを取り巻く経営環境ですが、世界経済は、幾分減速した状態が暫く続いたのち、先進国の着実な成

長が続き、新興国経済も、その好影響の波及や各国の政策効果から減速した状態を脱していくにしたがって、徐々

に成長率を高めていくと予想され、また、日本経済は、暫くの間、輸出・生産面に鈍さが残るものの、その後は緩

やかに拡大していくと見られています。

　エレクトロニクス業界においては、あらゆるデバイスがインターネットにつながり（IoT）、デジタルデータ量

の急増（ビッグデータ）、クラウドサービスの拡大により、サーバー・ストレージビジネスの活性化とウェアラブ

ル、モバイル端末の普及が今後も続くと予想されます。また、スマートインフラ、自動運転等、自動車およびその

周辺のデジタル化が進んでいくと考えられます。

　上記の経営環境下、当社グループは、国内市場については、既存ビジネスの維持拡大を行いつつ、サーバー・ス

トレージ、IoT及び車載など成長性・競争力の見込まれる分野に向け、最先端の商材の提案を含めた、トータルソ

リューションの拡販に取り組んでまいります。

　海外市場については、国内ビジネスの海外移転への対応とともに、今後も成長の見込める新興国向けのモバイル

端末やデジタル家電向けに販売活動を強化し、収益性・資金効率の改善・向上に取り組んでまいります。

　また、海外子会社を含めたグループ全体でのリスクマネジメントの徹底や人材育成、連結業績管理のための社内

インフラの整備など、グローバル化への対応を進めてまいります。

　さらに、業務の効率化を徹底的に追求し、存在価値の高い上場企業及び半導体商社となるため、まずは、2020年

頃を目処に、連結売上高2,000億円、ROE５%以上の達成を目指してまいります。そのため、以下の課題に取り組ん

でまいります。

 

①サムスングループの商材を中心に、取扱商品の幅を広げ、トータルソリューションの提案力を強化しお客様の満

足度を高めるとともに、新規のお客様の開拓に取り組むこと。

②当社グループの海外拠点・物流機能を活用することにより、国内外でのサポート体制を強化すると共に、取扱商

品についての有用情報をベースにお客様の視点で最適なソリューションを提供し、さらなる関係強化・取引拡大

を図ること。

③社員ひとりひとりが、業務に必要な能力や知識を高め、自ら考え行動できるよう人間力を磨き続けると共に、グ

ローバルに通用する人材を育成すること。

④海外子会社を含めグループ全体で、リスクに対する役職員の意識・感度を高め素早く適切な対応を行い、的確に

PDCAを実行することによって、徹底したリスクマネジメントを追及すること。

⑤企業の社会的責任の重要性及びステークホルダーとの関係の重要性を認識し、役職員全員が安全、コンプライア

ンス、CSR及び社会的貢献を常に意識しながらお客様の期待に応えるよう取り組むこと。

 

　なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。
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４【事業等のリスク】

　当社グループの事業等に関し、経営方針の変更及び将来の経済的な環境変化等によっては業績に重要な影響を及ぼ

す可能性のある事項として、次のものがあります。なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在におい

て当社グループが判断したものであります。

(1）主要な事業活動の前提となる事項について

　主要な業務又は製商品に係る許可、認可、免許若しくは登録について

　当社グループの事業又は取扱商品について、許可、認可、免許、登録を必要とする事項はありません。

(2）取扱商品の価格変動について

　当社グループの主要な取扱商品である半導体及び電子部品は、需給バランスにより取引価格が大幅に変動し、業

績に大きな影響を与える可能性があります。

(3）特定の取引先への依存度が高いことについて

①　仕入先について

　当社グループは、サムスングループの半導体及び電子部品の販売に特化しており、国内においては日本サムス

ン株式会社から、海外においては上海三星半導体有限公司、サムスンアジア社（シンガポール）等から商品を購

入しており、サムスングループへの依存度が極めて高い状況にあります。

　商品の品揃えと調達先の点で制約があるものの、サムスングループ製品の販売に特化した事業展開により更な

る業績の拡大を図ってまいりますので、サムスングループの経営戦略の変更等が当社グループの業績に影響を与

える可能性があります。

　当社グループの仕入高のうちサムスングループからの仕入高の割合は、次のとおりであります。

仕入先

連結会計年度

平成28年３月期 平成29年３月期

割合（％） 割合（％）

日本サムスン株式会社 49.4 48.1

上海三星半導体有限公司 28.9 28.3

サムスングループその他 2.1 1.2

サムスングループ計 80.4 77.6

②　販売先について

　売上高上位10社（関連企業含む）が売上高合計に占める割合は約60％と高い比率になっており、主要販売先の

経営戦略の変更や業績などが、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。

(4）借入金依存度及び金利動向による影響について

　販売先・仕入先それぞれの決済条件の差異から、取引金額の拡大に伴って運転資金需要が増加する傾向があり

ます。

　この増加した運転資金需要については、銀行からの借入金と債権の流動化によって対応しております。従っ

て、当社グループの実質的な金利負担は、支払利息、債権売却損及び仕入割引を併せて考慮する必要がありま

す。

　また、販売先・仕入先との決済条件が変更された場合には、当社グループの業績に影響を与える可能性があり

ます。

　当社グループの借入金及び総資産に占める割合は、次のとおりであります。
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区分

連結会計年度

平成28年３月期 平成29年３月期

金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円） 割合（％）

短期借入金 9,848 17.4 13,108 18.6

総資産 56,656 100.0 70,519 100.0

　また、当社グループの支払利息、債権売却損及び仕入割引は、次のとおりであります。

区分
連結会計年度

平成28年３月期 平成29年３月期

支払利息（百万円） 125 132

債権売却損（百万円） 56 14

仕入割引（百万円） 151 29

(5）為替変動の影響について

　国内で発生する外貨建（米ドル）売買取引につきましては、為替予約を行うことにより為替変動による影響を軽

減するよう努めております。また、海外での売買取引は仕入、販売ともに基本的に米ドル建で行われているため為

替変動による影響は軽減されておりますが、為替レートの変動により業績に影響を与える可能性があります。

(6）自然災害について

　大規模地震や洪水等の自然災害により、当社グループの業務が全部または一部停止した場合、当社グループの業

績に影響を与える可能性があります。また、仕入先・販売先の生産機能及び物流機能が長期間にわたり低下した場

合、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。

(7）海外でのビジネス展開について

　当社グループは、中国を中心に海外市場での事業拡大を図っており、国際的な事業活動における障害が新たなリ

スクとして顕在化しております。為替変動リスクに加え、信用リスク、カントリーリスクや、取引相手との関係構

築・拡大などの点で、海外での商慣習に関する障害に直面する可能性があります。

 

５【経営上の重要な契約等】

　当社は、主要な仕入先である日本サムスン株式会社との間で、半導体及び電子部品を取り扱う販売特約店契約を締

結しております。契約期間は平成26年４月23日より１年間で、期間経過後は１年毎の自動更新となっております。

　また、当社連結子会社のATMD (Hong Kong) Limitedは、主要な仕入先である上海三星半導体有限公司との間で、半

導体及び電子部品を取り扱う販売特約店契約を締結しております。契約期間は平成29年３月１日より１年間です。

 

６【研究開発活動】

　該当事項はありません。
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７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。

 

（１）重要な会計方針及び見積り

　当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されて

おります。この連結財務諸表の作成に当たって、見積りによる判断が含まれておりますが、実際の結果は見積りと

異なる可能性があります。

 

（２）経営成績の分析

　当連結会計年度の売上高は1,566億77百万円（前年同期比17.3％減）となりました。品目別には以下の通りにな

ります。

（メモリー半導体）

　PC、サーバー、ストレージ等向けにSSDの拡販を行ったものの、第２四半期からメモリーが供給不足で価格上昇

が続く等、在庫不足状態となり、加えて、スマートフォンを除く、デジタル家電市場の停滞などの影響により、こ

の分野の売上高は829億17百万円（前年同期比16.1％減）となりました。

（システムLSI）

　中国市場でスマートフォン向けCIS（CMOSイメージセンサ）の販売が堅調であったものの、タブレット端末及び

液晶テレビ向けのDDI（ディスプレイドライバーIC）の販売が減少した影響により、この分野の売上高は282億82百

万円（同1.9％減）となりました。

（液晶デバイス）

　液晶パネルメーカーの生産調整が進み、液晶パネル価格が上昇傾向にあったものの、中国市場を中心に、テレ

ビ、モニター及びサイネージ向けの販売が総じて落ち込んだため、この分野の売上高は280億12百万円（同28.5％

減）となりました。

（その他）

　スマートフォン、デジタルカメラ向け有機EL販売の健闘があったものの、テレビ用バックライト向けLEDの売上

が低迷したため、この分野の売上高は174億66百万円（同22.5％減）となりました。

 

　当連結会計年度の販売費及び一般管理費は、前連結会計年度より３億７百万円減少し、20億46百万円（前年同期

比13.0％減）となりました。この主な要因は、未回収債権を回収したことによる貸倒引当金戻入益２億81百万円を

計上したことに加えて、減価償却費が61百万円減少（前年同期比76.7％減）したためであります。

　当連結会計年度の営業外収益は、前連結会計年度より３億86百万円増加し、６億16百万円（前年同期比168.9％

増）となりました。この主な要因は、仕入割引が１億21百万円減少（前年同期比80.5％減）した一方、為替差益4

億94百万円を計上したためであります。

　当連結会計年度の営業外費用は、前連結会計年度より１億78百万円減少し、1億78百万円（前年同期比49.9％

減）となりました。この主な要因は、為替差損が86百万円減少（前年同期比100.0％減）および債権売却損が41百

万円減少（前年同期比74.2％減）したためであります。

 

（３）財政状態の分析

　当連結会計年度末における総資産の残高は705億19百万円となり、前連結会計年度末に比べ138億62百万円増加い

たしました。これは主に受取手形及び売掛金の減少（21億16百万円）、預け金の増加（124億97百万円）及び前渡

金の増加（32億84百万円）によるものです。

　負債の残高は440億70百万円となり、前連結会計年度末に比べ128億99百万円増加いたしました。これは主に短期

借入金の増加（32億59百万円）、未払金の増加（128億17百万円）、買掛金の減少（34億23百万円）によるもので

す。

　純資産の残高は264億48百万円となり、前連結会計年度に比べ９億63百万円増加いたしました。これは主に親会

社株主に帰属する当期純利益の計上（12億30百万円）と配当金の支払（３億40百万円）によるものです。
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（４）資本の財源及び資金の流動性についての分析

①キャッシュ・フロー

　当連結会計年度末における現金及び現金同等物の残高は178億60百万円となり、前連結会計年度末に比べ125億79

百万円増加いたしました。

　営業活動によるキャッシュ・フローは、95億86百万円の収入（前年同期比14億26百万円減）となりました。これ

は主に税金等調整前当期純利益の計上（16億90百万円）、売上債権の減少（20億８百万円）、前渡金の増加（31億

88百万円）、仕入債務の減少（35億31百万円）および未払金の増加（128億14百万円）によるものです。

　投資活動によるキャッシュ・フローは、37百万円の支出（前年同期は24百万円の収入）となりました。これは主

に有形固定資産の取得による支出（10百万円）及び無形固定資産の取得による支出（29百万円）によるものです。

　財務活動によるキャッシュ・フローは、30億24百万円の収入（前年同期は73億28百万円の支出）となりました。

これは主に短期借入金の増加（33億64百万円）および配当金の支払（３億39百万円）によるものです。

②資金需要

資金需要の主なものは、商品の購入代金及び人件費等の販売費及び一般管理費の支払いによるものであります。

当社グループはこれらの資金需要に対し、主として金融機関からの借入により調達しております。金融機関からの

借入の主な通貨は米ドルであります。

また、売上債権の流動化の枠組みを構築し、調達手段の多様化を図っております。なお、当社は運転資金の機動

的かつ安定的な資金調達を行うため、取引金融機関と100億円のコミットメントライン設定契約を締結しておりま

す。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

当社グループは、半導体及び電子部品などの売買を主な事業とする半導体商社でありますので基本的には大口の設

備投資等が発生することはなく、当連結会計年度において特記すべき事項はありません。

　なお、当連結会計年度において重要な設備等の除却、売却等はありません。

２【主要な設備の状況】

当社グループにおける主要な設備は、以下のとおりであります。

（1）提出会社

平成29年３月31日現在
 

事業所名
（所 在 地）

セグメントの
名称

設備の内容

帳簿価額
従業員数
(人)建物

（百万円）
車両運搬具
（百万円）

その他
（百万円）

合計
（百万円）

本社

（東京都中央区）
日本 事務所 25 － 7 32 66

（注）１．建物は賃借であります。

２．帳簿価額のうち「その他」は、工具器具備品であります。

（2）国内子会社

該当事項はありません。

（3）在外子会社

該当事項はありません。

３【設備の新設、除却等の計画】

特記すべき事項はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 18,000,000

計 18,000,000

 

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数

（株）
（平成29年３月31日）

提出日現在発行数
（株）

（平成29年６月28日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式   6,802,000    6,802,000 東京証券取引所市場第一部

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準となる株式であ

り、単元株式数は100

株であります。

計    6,802,000    6,802,000 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式　
総数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増減
額（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成16年11月26日

（注）
700,000 6,802,000 607 2,054 606 1,984

　（注）有償一般募集（ブックビルディング方式による募集）

発行価額　　　　　　　　　1,734.58円

資本組入額　　　　　　　　 　　868円
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（６）【所有者別状況】

平成29年３月31日現在
 

区分

株式の状況（１単元の株式数100株）
単元未満
株式の状
況（株）

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人その
他

計
個人以外 個人

株主数

（人）
－ 19 21 33 72 5 4,814 4,964 －

所有株式数

（単元）
－ 3,733 459 43,810 9,410 6 10,596 68,014 600

所有株式数

の割合

（％）

－ 5.488 0.674 64.413 13.835 0.008 15.579 100.000 －

　（注）自己株式538株の内、500株は「個人その他」に、38株は「単元未満株式の状況」にそれぞれ含めて記載しており

ます。

（７）【大株主の状況】

  平成29年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

豊田通商株式会社 愛知県名古屋市中村区名駅４丁目９番８号 1,811,000 26.62

株式会社トーメンエレクトロニク
ス

東京都港区港南２丁目３番13号 1,599,000 23.50

日本サムスン株式会社 東京都港区港南２丁目16番４号 832,000 12.23

BBH FOR FIDELITY LOW-PRICED
STOCK FUND (PRINCIPAL ALL
SECTOR SUBPORTFOLIO)
（常任代理人　株式会社三菱東京
UFJ銀行）

245 SUMMER STREET BOSTON, MA 02210
U.S.A.
（東京都千代田区丸の内２丁目７番１号）

605,100 8.89

EIZO株式会社 石川県白山市下柏野町153 105,500 1.55

日本トラスティ・サービス信託銀
行株式会社（信託口）

東京都中央区晴海１丁目８番11号 84,200 1.23

BBH FOR FIDELITY GROUP
TRUSTBENEFIT (PRINCIPAL ALL
SECTOR SUBPORTFOLIO)
（常任代理人　株式会社三菱東京
UFJ銀行

82 DEVONSHIRE ST BOSTON MASSACHUSETTS
02109
（東京都千代田区丸の内２丁目７番１号）

75,000 1.10

日本マスタートラスト信託銀行株
式会社（信託口）

東京都港区浜松町２丁目11番３号 68,300 1.00

細羽強
広島県福山市 56,400 0.82

日本トラスティ・サービス信託銀
行株式会社（信託口５）

東京都中央区晴海１丁目８番11号 55,400 0.81

計 － 5,291,900 77.79

（注）１. 発行済株式総数に対する所有株式数の割合は、小数点以下第３位を切り捨てて表示しております。

２. 平成29年４月１日に、株式会社トーメンエレクトロニクスは、当社の親会社の子会社である株式会社豊通エ

レクトロニクスと合併し、株式会社ネクスティエレクトロニクスに商号を変更いたしました。

３. 上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は次のとおりであります。

　　　　　　日本マスタートラスト信託銀行株式会社　　　　　  63,600株

　　　　　　日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社　　　　 36,100株
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（８）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成29年３月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　　　 500 ― ―

完全議決権株式（その他） 普通株式 6,800,900 68,009 ―

単元未満株式 普通株式　　　 600 ― ―

発行済株式総数 　　　　 6,802,000 ― ―

総株主の議決権 ― 68,009 ―

（注）「単元未満株式」の欄には、当社所有の株式38株が含まれております。

②【自己株式等】

平成29年３月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

株式会社トーメンデバイス
東京都中央区晴海

一丁目８番12号
500 － 500 0.00

計 － 500 － 500 0.00

 

（９）【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　　普通株式

 

（１）【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

 

（２）【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

当事業年度における取得自己株式 100 199,092

当期間における取得自己株式 － －
 
（注）当期間における取得自己株式には、平成29年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

りによる株式は含まれておりません。
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（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額

（円）
株式数（株）

処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行っ

た取得自己株式
－ － － －

その他 100 199,092 － －

保有自己株式数 538 － 538 －

　 （注）当期間における取得自己株式には、平成29年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買

取りによる株式数は含まれておりません。

３【配当政策】

当社の配当方針については、各事業年度の連結業績に応じた利益還元を行うため、業績連動型の配当としておりま

す。連結配当性向は30％を目処とし、経済環境の変化や資金需要等を勘案して柔軟に対処する所存です。

また、内部留保につきましては、経営基盤の強化、事業拡大に伴う資金需要への充当及び財務体質の強化に活用す

る考えです。

この方針に基づき、当事業年度末の配当金については、連結配当性向33.2％とし、１株につき60円といたしまし

た。

なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。

 

決議年月日
配当金の総額

（百万円）

１株当たり配当額

（円）

平成29年６月27日

定時株主総会決議
408 60

 

当社は、取締役会の決議によって毎年９月30日を基準日とした中間配当を行うことができる旨、また、機動的な資

本政策および配当政策の実施を可能とするため、取締役会の決議によって会社法第459条第１項各号に掲げる事項を

定めることができる旨を定款に定めておりますが、剰余金の配当は、期末配当の年１回を基本的な方針としていま

す。また、剰余金の期末配当の決定機関は、株主総会としております。

４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第22期 第23期 第24期 第25期 第26期

決算年月 平成25年３月 平成26年３月 平成27年３月 平成28年３月 平成29年３月

最高（円） 2,104 1,905 1,985 2,250 2,287

最低（円） 1,608 1,616 1,678 1,607 1,713

（注）最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成28年10月 11月 12月 平成29年１月 ２月 ３月

最高（円） 2,190 2,064 2,073 2,200 2,260 2,287

最低（円） 1,802 1,880 1,968 2,049 2,054 2,191

（注）最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。
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５【役員の状況】

男性10名　女性１名　（役員のうち女性の比率9.1％）

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式

数(千株)

代表取締役

社長
営業本部長 妻木　一郎 昭和35年７月28日生

 
昭和58年４月 ㈱トーメン（現豊田通商

㈱）入社

平成15年４月 同社電子情報部長

平成16年６月 当社取締役

平成17年12月 上海虹日国際電子有限公

司総経理（出向）

平成22年４月 豊田通商㈱電子デバイス

部上級経営職

平成23年６月 当社常務取締役

平成24年６月 当社代表取締役社長 営

業本部長（現任）
 

注１ 5.7

専務取締役  小井戸信夫 昭和36年７月４日生

 
昭和60年４月 ㈱リョーサン入社

平成９年４月 当社ホンコン支店長

平成19年６月 当社取締役

平成20年６月 当社常務取締役

平成22年６月 当社専務取締役（現任）
 

注１ 9.1

常務取締役  徐　　弘範 昭和36年10月16日生

 
昭和61年１月 SAMUSUNG C&T

CORPORATION CO.,LTD.入

社

平成13年４月 SAMSUNG ELECTRONICS

CO.,LTD.液晶Marketing

Team部長

平成21年１月 同社常務

平成24年３月 当社顧問

平成24年４月 当社営業本部副本部長

LCD営業部長

平成24年６月 当社常務取締役（現任）
 

注１ 0.1

常務取締役 管理本部長 松本　和幸 昭和31年６月11日生

 
昭和55年４月 ㈱トーメン（現豊田通商

㈱）入社

平成16年４月 同社主計部長

平成18年４月 豊田通商㈱内部統制推進

部長

平成23年４月 当社経理部長

平成23年６月

平成25年６月

当社取締役

当社常務取締役 管理本

部長（現任）
 

注１ 0.5
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式

数(千株)

取締役  柿原　安博 昭和38年３月17日生

 
昭和60年４月 豊田通商㈱入社

平成15年４月 ㈱豊通エレクトロニクス

取締役（出向）

平成18年４月 Toyota Tsusho

Electronics Thailand

Co.,Ltd. President

平成19年４月 ㈱豊通エレクトロニクス

代表取締役専務（出向）

平成22年４月 Toyota Tsusho

(Singapore) Pte.Ltd.

President（出向）

Toyota Tsusho

(Myanmar) Co.,Ltd.

President

平成27年４月 豊田通商㈱ＨＥＶ・ＩＴ

Ｓ事業推進部長

平成28年４月 同社次世代モビリティ事

業推進部長

平成29年４月 同社執行役員（現任）

株式会社ネクスティエレ

クトロニクス 取締役

（現任）

平成29年６月 当社取締役（現任）
 

注１ －

取締役  石橋　　隆 昭和29年２月28日生

 
昭和59年４月 ㈱トーメンエレクトロニ

クス（現㈱ネクスティエ

レクトロニクス）入社

平成８年11月 同社マーケティング本部

副本部長 兼 営業本部副

本部長

平成13年６月 同社取締役

平成18年６月 同社代表取締役常務

平成23年６月 同社専務取締役

平成27年４月 同社取締役副社長

㈱豊通エレクトロニクス

取締役

平成29年４月 ㈱ネクスティエレクトロ

ニクス 代表取締役会長

（現任）

平成29年６月 当社取締役（現任）
 

注１ －

取締役  稲津　雅弘 昭和29年６月７日生

 
昭和54年４月 トヨタ自動車工業㈱（現

トヨタ自動車㈱）入社

平成11年１月 トヨタ自動車㈱第１電子

技術部電子実験室室長

平成16年１月 同社ＥＨＶ技術部主査

平成20年６月 同社ＨＶ電池ユニット開

発部部長

平成23年６月 トヨタテクニカルディベ

ロップメント㈱取締役

平成24年６月 同社常務取締役

平成26年６月 同社専務取締役

平成27年６月 トヨタ自動車㈱電子技術

統括部主査

当社取締役（現任）

平成28年４月 トヨタ自動車㈱パワーエ

レクトロニクス開発部

担当部長（現任）
 

注１ －
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式

数(千株)

取締役  本田　敦子 昭和44年12月10日生

 
平成４年10月 司法試験合格

平成５年４月 司法研修所入所

平成７年３月 同所修了

平成７年４月 判事補任官（京都地方裁

判所）

平成９年４月 東京法務局 訟務部 部付

検事

平成11年４月 東京地方裁判所

平成12年４月 浦和（現・さいたま）地

方裁判所

平成15年４月 東京家庭・地方裁判所八

王子支部

平成17年４月 判事任官（福岡家庭裁判

所）

平成17年８月 依願退官

平成22年４月 弁護士登録（第一東京弁

護士会）安西法律事務所

入所（現任）

平成28年４月 民事調停委員（東京簡易

裁判所所属）（現任）

平成28年６月 当社取締役（現任）
 

注１ －

常勤監査役  大畠　　豊 昭和31年２月28日生

 
昭和54年４月 ㈱トーメン（現豊田通商

㈱）入社

平成14年４月 同社リスクマネジメント

部審査グループリーダー

平成23年４月 当社ERM部長

平成26年６月 当社監査役（現任）
 

注２ 1.0

監査役  神尾　　潔 昭和26年５月12日生

 
昭和47年10月 ㈱米沢製作所（現NEC

パーソナルプロダクツ

㈱）入社

平成８年７月 米沢日本電気株式会社海

外技術部長

平成13年７月 同社パーソナルコン

ピュータ技術統括部長

平成13年10月 NECカスタムテクニカ㈱

（現NECパーソナルプロ

ダクツ㈱）ノートPC事業

部長

平成14年７月 同社パーソナルコン

ピュータ事業部長

平成15年７月 NECパーソナルプロダク

ツ㈱執行役員 マーケ

ティング本部長

平成20年４月 同社執行役員常務

平成20年６月 同社取締役 執行役員常

務

平成23年６月 当社監査役（現任）

平成23年10月 ㈱タカハタ電子 専務執

行役員
 

注３ －

 

EDINET提出書類

株式会社トーメンデバイス(E02946)

有価証券報告書

22/82



 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式

数(千株)

監査役  山田　　順 昭和27年６月12日生

 
昭和50年10月 公認会計士第２次試験合

格、扶桑監査法人（後合

併により中央新光監査法

人、社名変更により中央

監査法人、みすず監査法

人）入所

昭和54年８月 公認会計士第３次試験合

格、公認会計士登録

昭和57年11月 Ernst & Whinney (現

Ernst & Young)オースト

ラリア・シドニー事務所

出向

平成９年８月 中央監査法人（後のみす

ず監査法人）代表社員就

任

平成19年８月 あずさ監査法人代表社員

就任

平成22年７月 日本公認会計士協会理

事、日本公認会計士協会

東海会副会長

平成26年７月 山田順公認会計士事務所

所長（現任）

平成28年６月 当社監査役（現任）
 

注４ －

 

    計  16.4

　（注）１．平成29年６月27日開催の定時株主総会の終結の時から１年間

２．平成26年６月25日開催の定時株主総会の終結の時から４年間

３．平成27年６月24日開催の定時株主総会の終結の時から４年間

４．平成28年６月24日開催の定時株主総会の終結の時から４年間

５．取締役 稲津 雅弘及び取締役 本田 敦子は、社外取締役であります。

６．監査役 神尾 潔及び監査役 山田 順は、社外監査役であります。
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６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】

コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

従業員、取引先、地域社会といった企業を取り巻く関係者の利害関係を調整しつつ株主の利益を最大限尊重し、企

業価値を高めることが経営者の責務であり、経営者である取締役の職務執行において、取締役会の監督機能、監査役

会の監査機能及び社内諸規程・組織・業務分掌等を含めた内部統制システムを有効に発揮させることによって、健全

で持続的な成長を確保することがコーポレート・ガバナンスの基本であると考えております。

また、社内の法令遵守に対する倫理観の浸透並びに情報開示の適正性、透明性及び信頼性の確保に努めることも、

経営者の基本責務であると考えております。

① 企業統治の体制

イ．企業統治の体制の概要

　　当社は、監査役制度を採用しております。取締役会は、取締役会規程に基づき、定時取締役会を原則として月

１回、臨時取締役会を必要に応じて随時開催しております。

取締役の員数について、10名以内とする旨を定款で定めております。

また、取締役の選任決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席

し、その議決権の過半数をもって行うが、累積投票によらないものとしております。

監査役会は、監査役３名（内、社外監査役２名）で構成されており、取締役会等の重要な会議に出席し取締役

の業務執行状況を把握・監視できる体制となっております。

ロ．当社のコーポレート・ガバナンス体制図

ハ．当コーポレート・ガバナンス体制を採用する理由

当社は監査役制度を採用しております。就任している取締役は８名、うち社外取締役は２名であり、その２名

共に東京証券取引所規則の定める独立役員に指定されており、社外取締役を含め全員が積極的に発言し、迅速な

経営判断を行える体制となっております。また、監査役は３名で、うち社外監査役は２名で、その２名共に東京

証券取引所規則の定める独立役員に指定されており、監査体制の更なる強化を図っております。

当社は、世界トップクラスの半導体メーカーであるサムスングループ製半導体及び電子部品の日本における

マーケティングを目的として設立され、少数精鋭かつスピードある経営と、優れた情報収集力と技術力を背景

に、サムスングループ及び取引先との長期的な視野に立った信頼関係を確立し、今日まで半導体の専門商社とし

て成長を遂げてまいりました。今後も当該スタンスを維持していく所存であり、当社のビジネスモデル、規模等

を考慮すれば現在のガバナンス体制が最適であると考えております。
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ニ．その他の企業統治に関する事項

・内部統制システムの整備の状況

当社は内部統制システム構築の基本方針に基づいて内部統制の整備に注力してまいります。

１．取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合し、かつ社会倫理、社会的責任を果たすために行動指

針を策定し、取締役及び使用人に周知徹底させる。この徹底のためにコンプライアンスに関する研修等を実施

し、取締役及び使用人の知識・認識を向上させる。

また、内部監査規程に基づく定期的な内部監査部門による内部監査を通し、内部統制システムの有効性の評

価・検証及び改善を実施し、内部統制システムの実効性を確保する。

さらに、取締役及び使用人の違法若しくは不正行為、反倫理的行為、またはそれらの恐れのある行為の早期

発見、その是正を目的に内部通報制度を設置し、取締役及び使用人の適正な職務執行の遂行に資するものとす

る。

２．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

取締役の職務の執行に係る情報、文書については、文書管理規程に基づき、文書または電磁的媒体に記録

し、適切に保存及び管理を行う。取締役及び監査役は、これらの情報をいつでも閲覧できるものとする。

３．損失の危険の管理に関する規程その他の体制

当社の事業及び業務全般に係るリスクを抽出、評価し、その対応策の立案及び管理体制の整備を行う組織と

して、代表取締役社長を委員長とするリスク管理委員会を設置する。管理対象とするリスクについてはそれを

主管する部門が当該リスクに関する規程等を定め、リスク管理の体制構築及び運用・管理を行い、リスク管理

の状況を定期的にリスク管理委員会に報告するものとする。

また、同委員会は法令及び倫理の遵守、企業の社会的責任の遂行等に関する立案・管理体制の構築・整備を

併せ行うものとする。

４．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するため、定例の取締役会を毎月１回開催するほか、必

要に応じて臨時取締役会を開催し、法令で定められた事項や経営に関する重要事項の決定並びに取締役の業務

執行状況の監督等を行う。

業務の運営については、将来の事業環境を踏まえた中期経営計画及び各年度予算等の全社的な目標を策定

し、各部門においてはその目標達成に向け進捗状況及び業績管理を行う。

５．会社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

当社の子会社、関連会社（以下、関係会社）については、関係会社管理規程に基づき管理を行い、当社グ

ループに係る重要事項については事前協議、報告を求める。

その業務執行の状況に関しては、担当取締役及び所管部門が同規程に従い管理及び監督し、関係会社の業務

の適正を確保する。また、関係会社のコンプライアンスに関する重要な事実を発見した場合は、直ちに取締役

及び監査役に報告するものとする。

当社は、当該規程に基づき、関係会社に対する適切な監査を実施することにより、また、関係会社における

業務プロセスのモニタリングを通じて、リスクの早期発見と未然防止に努め、グループ全体のコンプライアン

ス体制及びリスク管理体制の構築を行う。

関係会社で重要事項決裁に関する規程・職務権限等を定め、責任明確化・意思決定プロセスの明確化を図り

適正かつ効率的に職務の執行が行われる体制を構築する。

親会社との関係については、親会社グループ基本理念の精神を共有した上で、経営の独立性を確保しつつ、

親会社の関係部門と連携し、グループ全体での業務の適正を確保する体制の構築に努める。

６．監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項及びその使

用人の取締役からの独立性に関する事項

監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合は、取締役と監査役が協議し使用人の配置を

行うものとする。その場合は、当該使用人の任命、異動、評価等人事権に係る事項の決定には監査役会の同意

を得るものとし、当該使用人は、監査役の要請に基づき補助を行う際は、監査役の指揮命令に従うものとす

る。

７．取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制

取締役及び使用人、子会社の取締役・監査役及び使用人は、定期的もしくは随時に、または当社監査役の求

めに応じ、当社監査役に対し、業務に関し所要の事項を報告するものとする。

取締役及び使用人、子会社の取締役・監査役及び使用人は、会社に著しい損害を及ぼす恐れのある事実を発

見したとき、また、取締役及び使用人、子会社の取締役等による違法または不正な行為を発見したときは監査

役に報告するものとする。

その周知徹底を図るためにコンプライアンスに関する研修等を有効活用する。

また、内部監査部門の内部監査結果については、監査役に報告するものとする。内部通報制度による通報情

報については、受付責任者はその内容、講じた措置等について監査役に報告するものとする。

EDINET提出書類

株式会社トーメンデバイス(E02946)

有価証券報告書

25/82



なお、取締役及び子会社の取締役等は、監査役への報告者がその報告を理由として不利な扱いを受けない体

制を整備する。

８．監査役の職務の執行について生じる費用の前払または償還の手続その他の当該職務執行について生ずる費用

または債務の処理に係る方針に関する事項

監査役がその職務の執行において生ずる費用が発生した場合、またはその前払の請求を行う場合は、速やか

に当該費用または債務を処理する。

９．その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

監査役の監査が実効的に行われるために、代表取締役社長と監査役は定期的な意見交換会を開催するものと

する。

また、監査役が取締役の重要な意思決定の過程及び業務執行状況を適切に把握できるよう、監査役は取締役

会のほか、予算会議等の重要会議に出席できるものとする。

10．反社会的勢力排除に向けた体制整備に関する内容

行動指針に基づき、公正で透明性のある事業活動を行うとともに、ステークホルダーに対し、社会的責任を

果たすため健全な企業経営の推進に努める。

反社会的勢力に対しては、毅然とした態度で臨み、一切の関係を持たない。不当要求等の介入に対しては、

組織的に対応し、利益の供与は一切行わない。

そのため、対応統括部署及び不当要求防止責任者を設置し、対応マニュアルを整備すると共に、定期的に研

修を実施することで社員の意識向上を促すものとする。

② 内部監査及び監査役監査

会社の業務活動を厳正中立の立場から検証し、その遵法性並びに経営諸資料の正確性及び信頼性を確認するた

め、ERM部内に監査室（１名）を配置し、「内部監査規程」に基づき、社内の各部門の業務運営状況を監査してお

ります。

監査役は、取締役会への出席、取締役・重要な使用人からの報告・説明などの聴取、重要な会議へ出席するほ

か、効果的かつ効率的な監査を行うため、監査対象・内容について監査室と連携し、監査役監査を実施しておりま

す。また、監査室監査終了後の監査講評会に出席し、監査室長より監査結果の説明を受け、必要に応じ適宜監査役

としての意見を述べております。

さらに、会計監査人と会計監査に関する意見交換、監査計画と結果の聴取等を行っております。

常勤監査役である大畠豊氏は、株式会社トーメン（現豊田通商株式会社）において、審査・法務部門に関する長

年の経験を有しております。また、当社においてはERM部長を務め、社内業務全体に精通しているため、監査役に

選任しております。

監査役である神尾潔氏は、NECパーソナルプロダクツ株式会社（現NECパーソナルコンピュータ株式会社）におい

て、取締役としての会社経営の実績があり、会社経営に関する豊富な経験と、財務及び会計に関する相当程度の知

見を有しているため、監査役に選任しております。

監査役である山田順氏は、長年にわたる公認会計士としての職歴を通じて、財務及び会計に関する専門知識に基

づき、社外監査役として、当社に対して有益な意見や率直な指摘をいただき、かつ当社経営意思決定の健全性・適

正性の確保と透明性の向上に資することを期待したため、監査役に選任しております。

③ 会計監査の状況

当社の会計監査については、PwCあらた有限責任監査法人と監査契約を取り交しております。当連結会計年度に

おいて業務を執行した公認会計士は、椎野泰輔氏及び大橋佳之氏の２名であります。また、監査業務に係る補助者

の構成につきましては、公認会計士４名、その他８名であります。

監査役は、会計監査人の年間監査計画策定時、四半期レビュー時及び期末監査時に、報告・説明会の定期的な会

合に加え、会計監査人の往査時にも情報及び意見の交換を行っております。

④ 社外取締役及び社外監査役

社外取締役の稲津雅弘氏は、トヨタ自動車株式会社のパワーエレクトロニクス開発部 担当部長を務めておりま

す。

社外取締役の本田敦子氏は、弁護士であり、安西法律事務所に所属しております。

社外監査役の山田順氏は、公認会計士であり、山田順公認会計士事務所長を務めております。

これらの会社、法人との取引に際しては、市場価格等を勘案した一般取引先と同様の条件に従っております。

なお、トヨタ自動車株式会社及び山田順公認会計士事務所との取引はございません。
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機能・役割

社外取締役はそれぞれ客観的な観点より、取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するため助言・提言を

行っております。また、社外監査役はそれぞれ客観的に、取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確認し必要に応

じ意見を述べ、監査役会においては、各監査役からの監査結果報告等について、業務の有効性と効率性を確保する

観点等より討議しております。

なお、社外取締役又は社外監査役による監督又は監査と内部監査、監査役監査及び会計監査との相互連携並びに

内部統制部門との関係につきましては、取締役会及び監査役会において適宜報告および意見交換がなされておりま

す。

選任状況についての考え方及び独立性に関する基準又は方針の内容

当社の独立社外役員の独立性判断基準は、会社法に定める社外取締役及び社外監査役の要件、及び東京証券取引

所が定める独立性基準としており、当社が独立社外役員に求める資質は以下のとおりとなります。

・誠実で、かつ当社の経営課題について積極的に提言・提案や意見を行うことができる人物。

・経営者としての経験、もしくはそれに代わる法律・会計・業界等の豊富な専門知識を有する人物。

上記の考えに基づき、取締役 稲津雅弘氏、取締役 本田敦子氏、監査役 神尾潔氏及び監査役 山田順氏を東京証

券取引所の定める独立役員として届け出ております。

 

⑤ 役員報酬の内容

イ．提出会社の役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

区分 人数（名） 報酬等の総額（百万円）

取締役 5 70

（うち社外取締役） (2) (8)

監査役 3 22

（うち社外監査役） (2) (7)

合計 8 92

（うち社外役員） (4) (15)

（注）１．取締役の報酬等の額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。

２．上記の取締役及び監査役の支給人員から、無報酬の取締役４名（うち１名は平成28年６月24日開催の

第25回定時株主総会の終結の時をもって退任）及び無報酬の監査役１名（平成28年６月24日開催の第

25回定時株主総会の終結の時をもって辞任）を除いております。

３．当事業年度において、社外役員が、役員を兼任する親会社又は子会社等から、役員として受けた報酬

等はございません。

４．取締役の報酬限度額は、平成19年６月25日開催の第16回定時株主総会において年額200百万円以内（た

だし、使用人分給与は含まない。）と決議いただいております。

５．監査役の報酬限度額は、平成23年６月22日開催の第20回定時株主総会において年額30百万円以内と決

議いただいております。

６．当社は年次賞与、ストックオプション等の業績連動報酬はなく、また、退職慰労金制度を廃止してお

り、月例給与（固定報酬）のみとなっております。

７．当社の役員報酬は、業績への貢献度に応じて支給基準を決定しております。また、役員持株会等を通

じた当社株式の保有により、企業価値の向上をより意識した経営を促しております。個別の報酬額に

つきましては、毎年定時株主総会後の取締役会で、会社の業績や経営内容、経済情勢等を総合的に考

慮して取締役会において決定しております。

ロ．提出会社の役員ごとの連結報酬等の総額等

連結報酬等の総額が１億円以上である者が存在しないため、記載しておりません。

ハ．役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針の内容及び決定方法

取締役及び監査役が受ける報酬については、一定金額報酬として定めることとし、その支給水準については、

役員報酬に関する内規に基づき、取締役及び監査役の職務の内容及び当社の状況等を勘案し、相当と思われる額

としております。

EDINET提出書類

株式会社トーメンデバイス(E02946)

有価証券報告書

27/82



⑥ 株式の保有状況

イ．投資株式のうち保有目的が純投資目的以外の目的であるものの銘柄数及び貸借対照表計上額の合計額

２銘柄　507百万円

ロ．保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の保有区分、銘柄、株式数、貸借対照表計上額及び保有目的

　前事業年度

　　特定投資株式

銘柄
株式数
（株）

貸借対照表計上額
（百万円）

保有目的

EIZO株式会社 154,000 436 取引関係強化の為

株式会社アイ・オー・データ機器 14,000 8 取引関係強化の為

　当事業年度

　　特定投資株式

銘柄
株式数
（株）

貸借対照表計上額
（百万円）

保有目的

EIZO株式会社 154,000 492 取引関係強化の為

株式会社アイ・オー・データ機器 14,000 15 取引関係強化の為

ハ．保有目的が純投資目的である投資株式の前事業年度及び当事業年度における貸借対照表計上額の合計額並びに

当事業年度における受取配当金、売却損益及び評価損益の合計額

該当事項はありません。
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（２）【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく
報酬（百万円）

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく
報酬（百万円）

提出会社 32 － 32 －

連結子会社 － － － －

計 32 － 32 －

 

②【その他重要な報酬の内容】

（前連結会計年度）

　当社の連結子会社であるATMD(Hong Kong)Limitedは、当社の監査公認会計士と同一のネットワークに属してい

るPricewaterhouseCoopers Hong Kongに対して、監査業務に基づく報酬14百万円、非監査業務に基づく報酬０百

万円支払っております。

（当連結会計年度）

　当社の連結子会社であるATMD(Hong Kong)Limitedは、当社の監査公認会計士と同一のネットワークに属してい

るPricewaterhouseCoopers Hong Kongに対して、監査業務に基づく報酬15百万円、非監査業務に基づく報酬０百

万円支払っております。

 

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

（前連結会計年度）

　該当事項はありません。

（当連結会計年度）

　該当事項はありません。

④【監査報酬の決定方針】

　当社の監査公認会計士等に対する監査報酬の決定方針は、特に定めておりません。
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第５【経理の状況】

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号）

に基づいて作成しております。

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、当社は、特例財務諸表提出会社に該当し、財務諸表等規則第127条の規定により財務諸表を作成しておりま

す。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度（平成28年４月１日から平成29年３月

31日まで）の連結財務諸表及び事業年度（平成28年４月１日から平成29年３月31日まで）の財務諸表について、Ｐ

ｗＣあらた有限責任監査法人により監査を受けております。

　なお、ＰｗＣあらた監査法人は、監査法人の種類の変更により、平成28年７月1日をもってＰｗＣあらた有限責

任監査法人となっております。

３．連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

　当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会計基準等の

内容を適切に把握し、会計基準等の変更等について的確に対応することができる体制を整備するため、公益財団法

人財務会計基準機構へ加入し、最新の会計基準等の内容把握に努めております。
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１【連結財務諸表等】

（１）【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(平成28年３月31日)
当連結会計年度

(平成29年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 908 990

受取手形及び売掛金 34,785 32,668

商品 11,341 11,531

前渡金 3,824 7,108

繰延税金資産 272 210

預け金 4,371 16,869

その他 783 342

貸倒引当金 △397 △85

流動資産合計 55,891 69,637

固定資産   

有形固定資産   

建物 108 108

減価償却累計額 △70 △75

建物（純額） 38 32

車両運搬具 6 6

減価償却累計額 △5 △6

車両運搬具（純額） 0 0

その他 63 72

減価償却累計額 △45 △50

その他（純額） 18 21

有形固定資産合計 56 54

無形固定資産 18 42

投資その他の資産   

投資有価証券 ※１ 487 ※１ 592

繰延税金資産 58 50

その他 143 141

投資その他の資産合計 689 784

固定資産合計 765 881

資産合計 56,656 70,519
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  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(平成28年３月31日)
当連結会計年度

(平成29年３月31日)

負債の部   

流動負債   

買掛金 16,065 12,641

短期借入金 ※２ 9,848 ※２ 13,108

未払法人税等 354 38

賞与引当金 123 126

未払金 4,224 17,041

その他 234 759

流動負債合計 30,851 43,717

固定負債   

退職給付に係る負債 283 316

その他 36 37

固定負債合計 320 353

負債合計 31,171 44,070

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,054 2,054

資本剰余金 1,984 1,984

利益剰余金 20,817 21,707

自己株式 △0 △1

株主資本合計 24,854 25,744

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 100 144

繰延ヘッジ損益 11 5

為替換算調整勘定 438 451

その他の包括利益累計額合計 550 601

非支配株主持分 80 102

純資産合計 25,485 26,448

負債純資産合計 56,656 70,519
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】

【連結損益計算書】

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(自　平成27年４月１日
　至　平成28年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成28年４月１日
　至　平成29年３月31日)

売上高 189,372 156,677

売上原価 ※１ 185,111 ※１ 153,378

売上総利益 4,261 3,299

販売費及び一般管理費 ※２ 2,354 ※２ 2,046

営業利益 1,907 1,252

営業外収益   

受取利息 8 8

受取配当金 10 11

仕入割引 151 29

為替差益 － 494

持分法による投資利益 － 40

その他 59 30

営業外収益合計 229 616

営業外費用   

支払利息 125 132

債権売却損 56 14

支払手数料 17 17

為替差損 86 -

持分法による投資損失 5 -

その他 64 14

営業外費用合計 356 178

経常利益 1,779 1,690

税金等調整前当期純利益 1,779 1,690

法人税、住民税及び事業税 705 386

法人税等調整額 △119 52

法人税等合計 586 438

当期純利益 1,193 1,251

非支配株主に帰属する当期純利益 15 21

親会社株主に帰属する当期純利益 1,177 1,230
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【連結包括利益計算書】
 

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(自　平成27年４月１日
　至　平成28年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成28年４月１日
　至　平成29年３月31日)

当期純利益 1,193 1,251

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 23 43

繰延ヘッジ損益 58 △5

為替換算調整勘定 △155 13

その他の包括利益合計 ※ △73 ※ 51

包括利益 1,119 1,303

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 1,109 1,280

非支配株主に係る包括利益 10 22
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③【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度（自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日）

    (単位：百万円)

 株主資本

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 2,054 1,984 19,911 △0 23,948

当期変動額      

剰余金の配当   △272  △272

親会社株主に帰属する当期純利益   1,177  1,177

自己株式の取得    － －

株主資本以外の項目の当期変動額
（純額）

     

当期変動額合計 － － 905 － 905

当期末残高 2,054 1,984 20,817 △0 24,854

 

       

 その他の包括利益累計額

非支配株主持分 純資産合計
 

その他有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ損益
為替換算調整勘
定

その他の包括利
益累計額合計

当期首残高 76 △46 588 618 70 24,637

当期変動額       

剰余金の配当      △272

親会社株主に帰属する当期純利益      1,177

自己株式の取得      －

株主資本以外の項目の当期変動額
（純額）

23 58 △150 △68 10 △57

当期変動額合計 23 58 △150 △68 10 847

当期末残高 100 11 438 550 80 25,485
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当連結会計年度（自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日）

    (単位：百万円)

 株主資本

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 2,054 1,984 20,817 △0 24,854

当期変動額      

剰余金の配当   △340  △340

親会社株主に帰属する当期純利益   1,230  1,230

自己株式の取得    △0 △0

株主資本以外の項目の当期変動額
（純額）

     

当期変動額合計 － － 890 △0 889

当期末残高 2,054 1,984 21,707 △1 25,744

 

       

 その他の包括利益累計額

非支配株主持分 純資産合計
 

その他有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ損益
為替換算調整勘
定

その他の包括利
益累計額合計

当期首残高 100 11 438 550 80 25,485

当期変動額       

剰余金の配当      △340

親会社株主に帰属する当期純利益      1,230

自己株式の取得      △0

株主資本以外の項目の当期変動額
（純額）

43 △5 13 51 22 73

当期変動額合計 43 △5 13 51 22 963

当期末残高 144 5 451 601 102 26,448
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(自　平成27年４月１日
　至　平成28年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成28年４月１日
　至　平成29年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 1,779 1,690

減価償却費 80 18

賞与引当金の増減額（△は減少） 10 3

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 29 32

貸倒引当金の増減額（△は減少） △0 △299

持分法による投資損益（△は益） 5 △40

受取利息及び受取配当金 △18 △20

支払利息 125 132

為替差損益（△は益） △20 4

売上債権の増減額（△は増加） △4,584 2,008

たな卸資産の増減額（△は増加） 6,083 △178

前渡金の増減額（△は増加） △458 △3,188

仕入債務の増減額（△は減少） 7,919 △3,531

未払金の増減額（△は減少） 2,027 12,814

その他 △1,166 961

小計 11,813 10,407

利息及び配当金の受取額 18 20

利息の支払額 △125 △132

法人税等の支払額 △693 △709

営業活動によるキャッシュ・フロー 11,012 9,586

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △7 △10

無形固定資産の取得による支出 △8 △29

投資有価証券の売却による収入 40 -

その他 0 1

投資活動によるキャッシュ・フロー 24 △37

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △5,056 3,364

長期借入金の返済による支出 △2,000 -

自己株式の取得による支出 － △0

配当金の支払額 △272 △339

財務活動によるキャッシュ・フロー △7,328 3,024

現金及び現金同等物に係る換算差額 △29 6

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 3,679 12,579

現金及び現金同等物の期首残高 1,601 5,280

現金及び現金同等物の期末残高 ※ 5,280 ※ 17,860
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【注記事項】

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

１．連結の範囲に関する事項

(1）連結子会社の数　　　　　　4社

連結子会社の名称

ATMD (Hong Kong) Limited

ATMD Electronics (Shenzhen) Limited

ATMD Electronics (Shanghai) Limited

上海東棉半導体有限公司

２．持分法の適用に関する事項

(1）持分法適用会社の数　　　　1社

持分法適用会社の名称

ITGマーケティング株式会社

３．連結子会社の事業年度に関する事項

　連結子会社の決算日は、上海東棉半導体有限公司（12月31日）、ATMD Electronics (Shenzhen) Limited

（12月31日）及びATMD Electronics (Shanghai) Limited（12月31日）を除き、連結決算日と一致しておりま

す。なお、ATMD Electronics (Shenzhen) Limited及びATMD Electronics (Shanghai) Limitedについては、連

結決算日で本決算に準じた仮決算を行った財務諸表を基礎としております。また、上海東棉半導体有限公司に

ついては、同社の決算日現在の財務諸表を使用して連結決算を行っており、連結決算日との間に生じた重要な

取引については、連結上必要な調整を行っております。

４．会計方針に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券

　　　その他有価証券

　　　　時価のあるもの

　　　連結決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は

　　移動平均法により算定）を採用しております。

　　時価のないもの

　　　移動平均法による原価法を採用しております。

　②　デリバティブ

　　　時価法を採用しております。

　③　たな卸資産

移動平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）を採用

しております。

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

①　有形固定資産

　　定率法を採用しております。ただし、平成28年４月１日以後に取得した建物附属設備及び構築物につ

　いては、定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

　　４～18年

②　無形固定資産

　定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用

しております。

(3) 重要な引当金の計上基準

　①　貸倒引当金

　売掛債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

　②　賞与引当金

　従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。
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(4) 退職給付に係る会計処理の方法

　従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務に基づき計上しております。

　なお、当連結会計年度末における退職給付債務の算定に当たっては、自己都合退職による当連結会計年度

末要支給額の100％を退職給付債務とする方法によって計上しております。

(5) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理して

おります。なお、在外子会社の資産及び負債は在外子会社の決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収

益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に含めて

おります。

(6) 重要なヘッジ会計の方法

①　ヘッジ会計の方法

　将来の外貨建予定取引に係る為替予約については、繰延ヘッジ処理を採用しております。

②　ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段 ヘッジ対象

為替予約 外貨建債権

 外貨建債務

 外貨建予定取引

③　ヘッジ方針

　将来の外貨建取引に係る為替変動リスクを最小限にとどめ、適切な利益管理を行う目的から先物為替予

約を行い、為替変動リスクをヘッジしております。

④　ヘッジ有効性評価の方法

　ヘッジ手段とヘッジ対象に関する重要な条件が同一であり、ヘッジ開始時及びその後も継続して、相場

変動又はキャッシュ・フロー変動を相殺できるものと想定することができるため、ヘッジ有効性の判定は

省略しております。

(7）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスク

しか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

(8）その他連結財務諸表作成のための重要な事項

消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

 

（会計方針の変更）

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

　法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実

務対応報告第32号　平成28年６月17日）を当連結会計年度に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物

附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

　これによる連結財務諸表に与える影響はありません。

 

（追加情報）

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

　　「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）

　を当連結会計年度から適用しております。
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（連結貸借対照表関係）

※１　関連会社に該当するものは次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成28年３月31日）
当連結会計年度

（平成29年３月31日）

投資有価証券（株式） 43百万円 84百万円

 

※２　当社は、資金調達の機動性確保等を目的として、金融機関４行とコミットメントライン設定契約を締結

しております。連結会計年度末におけるコミットメントラインに係る借入未実行残高等は、次のとおりで

あります。

 
前連結会計年度

（平成28年３月31日）
当連結会計年度

（平成29年３月31日）

コミットメントラインの総額 10,000百万円 10,000百万円

借入実行残高 － －

借入未実行残高 10,000 10,000
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（連結損益計算書関係）

※１　期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切り下げ後の金額であり、次の商品評価損が売上原価に含まれ

ております。

 
前連結会計年度

（自　平成27年４月１日
　　至　平成28年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成28年４月１日

　　至　平成29年３月31日）

商品評価損 471百万円 357百万円

 

※２　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自　平成27年４月１日
　　至　平成28年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成28年４月１日

　　至　平成29年３月31日）

給与手当及び賞与 855百万円 844百万円

賞与引当金繰入額 123 126

退職給付費用 45 57

賃借料 204 174

減価償却費 80 18

貸倒引当金繰入額 △0 △213
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（連結包括利益計算書関係）

※ その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

 
前連結会計年度

（自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日）

その他有価証券評価差額金：   

当期発生額 31百万円 63百万円

組替調整額 － －

税効果調整前 31 63

税効果額 △7 △19

その他有価証券評価差額金 23 43

繰延ヘッジ損益：   

当期発生額 86 △8

組替調整額 － －

税効果調整前 86 △8

税効果額 △28 2

繰延ヘッジ損益 58 △5

為替換算調整勘定：   

当期発生額 △155 13

組替調整額 － －

税効果調整前 △155 13

税効果額 － －

為替換算調整勘定 △155 13

その他の包括利益合計 △73 51
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度期
首株式数（株）

当連結会計年度増
加株式数（株）

当連結会計年度減
少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 6,802,000 － － 6,802,000

合計 6,802,000 － － 6,802,000

自己株式     

普通株式 438 － － 438

合計 438 － － 438

 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

区分 新株予約権の内訳

新株予約権
の目的とな
る株式の種

類

新株予約権の目的となる株式の数（株）
当連結会計
年度末残高
（百万円）当連結会計

年度期首
当連結会計
年度増加

当連結会計
年度減少

当連結会計
年度末

連結子会社 平成25年新株予約権 普通株式 4,000,000 － － 4,000,000 －

合計 － 4,000,000 － － 4,000,000 －

 

３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成27年６月24日

定時株主総会
普通株式 272 40 平成27年３月31日 平成27年６月25日

 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成28年６月24日

定時株主総会
普通株式 340 利益剰余金 50 平成28年３月31日 平成28年６月27日
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当連結会計年度（自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度期
首株式数（株）

当連結会計年度増
加株式数（株）

当連結会計年度減
少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 6,802,000 － － 6,802,000

合計 6,802,000 － － 6,802,000

自己株式     

普通株式　（注） 438 100 － 538

合計 438 100 － 538

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加100株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

区分 新株予約権の内訳

新株予約権
の目的とな
る株式の種

類

新株予約権の目的となる株式の数（株）
当連結会計
年度末残高
（百万円）当連結会計

年度期首
当連結会計
年度増加

当連結会計
年度減少

当連結会計
年度末

連結子会社 平成25年新株予約権 普通株式 4,000,000 － － 4,000,000 －

合計 － 4,000,000 － － 4,000,000 －

 

３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成28年６月24日

定時株主総会
普通株式 340 50 平成28年３月31日 平成28年６月27日

 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成29年６月27日

定時株主総会
普通株式 408 利益剰余金 60 平成29年３月31日 平成29年６月28日
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前連結会計年度

（自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日）

現金及び預金勘定 908百万円 990百万円

預け金勘定 4,371 16,869

現金及び現金同等物 5,280 17,860

　　　　　　（注）預け金勘定は、豊田通商グループ内におけるキャッシュマネジメントシステム利用によるものです。

 

（リース取引関係）

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

所有権移転外ファイナンス・リース取引は通常の売買取引に係る会計処理によっておりますが、前連結会

計年度末及び当連結会計年度末現在、該当するリース契約はありません。
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（金融商品関係）

1.　金融商品の状況に関する事項

(1)金融商品に対する取組方針

　当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、資金調達については金融機関からの借入及び

売掛債権の流動化により行っております。デリバティブは、リスク回避を目的として利用し、投機的な取引は

行っておりません。

(2)金融商品の内容及びそのリスク

　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。また、外貨建ての営業債権

は、為替の変動リスクに晒されておりますが、原則として先物為替予約を利用してヘッジしております。

　投資有価証券は業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒されております。

　営業債務である買掛金は、全て６ヶ月以内の支払期日であります。

　借入金は主に短期的な運転資金の調達を目的としており、金利の変動リスクに晒されております。

　デリバティブ取引は、外貨建ての営業債権債務に係る為替の変動リスクに対するヘッジを目的とした先物為替

予約取引であります。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジ有効性評価の方

法等については、前述の連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「４．会計方針に関する事項（6）重要

なヘッジ会計の方法」をご参照下さい。

(3)金融商品に係るリスク管理体制

①　信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

当社は、信用限度管理規程に従って、営業債権について、各営業部が取引先の状況を定期的にモニタリング

し、取引先別の期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っ

ております。連結子会社についても、当社の信用限度管理規程に準じて同様の管理を行っております。

デリバティブ取引については、契約先を信用度の高い金融機関に限定しているため信用リスクはほとんどない

と認識しております。

②　市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

当社は、外貨建ての営業債権債務について、外国為替管理規程に従って、発生した案件毎に為替の変動リスク

を認識し、原則として先物為替予約を利用してヘッジしております。

投資有価証券については、時価や発行企業の財務状況等を把握し、保有状況を定期的に見直しております。

デリバティブ取引の執行・管理については、社内の関係部門と連携しすべて経理部にて行っております。

③　資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

当社は、各部門の状況を把握した上で経理部で適時に資金繰り計画を作成・更新するとともに、シンジケート

方式によるコミットメントラインの設定、手許流動性の維持などにより流動性リスクを管理しております。
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２. 金融商品の時価等に関する事項

　連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握するこ

とが極めて困難と認められるものは含まれておりません（（注）２.参照）。

前連結会計年度（平成28年３月31日）

 
連結貸借対照表計上額

（百万円）
時価（百万円） 差額（百万円）  

(1) 現金及び預金 908 908 －  

(2) 受取手形及び売掛金 34,785 34,785 －  

貸倒引当金（※１） △397 △397 －  

 34,388 34,388 －  

(3) 預け金 4,371 4,371 －  

(4) 投資有価証券 444 444 －  

資産計 40,113 40,113 －  

(1) 買掛金 16,065 16,065 －  

(2) 短期借入金 9,848 9,848 －  

(3) 未払法人税等 354 354 －  

(4) 未払金 4,224 4,224 －  

負債計 30,493 30,493 －  

デリバティブ取引（※２） 285 285 －  

 
※１　受取手形及び売掛金に対応する貸倒引当金を控除しております。

※２　デリバティブ取引によって生じた、正味の債権・債務は純額で表示しております。

 

当連結会計年度（平成29年３月31日）

 
連結貸借対照表計上額

（百万円）
時価（百万円） 差額（百万円）  

(1) 現金及び預金 990 990 －  

(2) 受取手形及び売掛金 32,668 32,668 －  

貸倒引当金（※１） △85 △85 －  

 32,583 32,583 －  

(3) 預け金 16,869 16,869 －  

(4) 投資有価証券 507 507 －  

資産計 50,951 50,951 －  

(1) 買掛金 12,641 12,641 －  

(2) 短期借入金 13,108 13,108 －  

(3) 未払法人税等 38 38 －  

(4) 未払金 17,041 17,041 －  

負債計 42,830 42,830 －  

デリバティブ取引（※２） △158 △158 －  

 
※１　受取手形及び売掛金に対応する貸倒引当金を控除しております。

※２　デリバティブ取引によって生じた、正味の債権・債務は純額で表示しております。

　　　また、合計で正味の債務となる項目については△で表示しております。
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（注）１.金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資 産

(1)現金及び預金、(2)受取手形及び売掛金、(3)預け金

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額に

よっております。

(4)投資有価証券

　これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。また、詳細については、注記事項「有価

証券関係」をご参照下さい。

負 債

(1) 買掛金、(2)短期借入金、(3)未払法人税等、(4)未払金

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額に

よっております。

デリバティブ取引

　これらの時価について、取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しております。また、詳細

については、注記事項「デリバティブ取引関係」をご参照下さい。

 

２.時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

（単位：百万円）
 

区分
前連結会計年度

（平成28年３月31日）
当連結会計年度

（平成29年３月31日）

非上場株式 43 84

　これについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「(4)投資有

価証券」には含めておりません。

 

３.金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

前連結会計年度（平成28年３月31日）

 
１年以内

（百万円）

１年超５年以内

（百万円）

５年超10年以内

（百万円）

10年超

（百万円）

現金及び預金 908 － － －

受取手形及び売掛金 34,785 － － －

　預け金 4,371 － － －

合　　計 40,066 － － －

 

当連結会計年度（平成29年３月31日）

 
１年以内

（百万円）

１年超５年以内

（百万円）

５年超10年以内

（百万円）

10年超

（百万円）

現金及び預金 990 － － －

受取手形及び売掛金 32,668 － － －

　預け金 16,869 － － －

合　　計 50,529 － － －
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（有価証券関係）

１．売買目的有価証券

該当事項はありません。

 

２．満期保有目的の債券

該当事項はありません。

 

３．その他有価証券

前連結会計年度（平成28年３月31日）

 
種類

連結貸借対照表
計上額

（百万円）

取得原価
（百万円）

差額
（百万円）

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの

（１）株式 444 299 144

（２）債券 － － －

（３）その他 － － －

合　　　計 444 299 144

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの

（１）株式 43 65 △22

（２）債券 － － －

（３）その他 － － －

合　　　計 43 65 △22

　合　　　計 487 365 122

 

当連結会計年度（平成29年３月31日）

 
種類

連結貸借対照表
計上額

（百万円）

取得原価
（百万円）

差額
（百万円）

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの

（１）株式 592 365 226

（２）債券 － － －

（３）その他 － － －

合　　　計 592 365 226

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの

（１）株式 － － －

（２）債券 － － －

（３）その他 － － －

合　　　計 － － －

　合　　　計 592 365 226
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４．売却した満期保有目的の債券

　　該当事項はありません。

 

５．売却したその他有価証券

 　 前連結会計年度（平成28年３月31日）

種類 売却額（百万円）
売却益の合計額
（百万円）

売却損の合計額
（百万円）

（１）株式 40 9 －

（２）債券 － － －

（３）その他 － － －

合　　　計 40 9 －

 

　　当連結会計年度（平成29年３月31日）

該当事項はありません。

 

　　　６．減損処理を行った有価証券

該当事項はありません。
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（デリバティブ取引関係）

１．ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

前連結会計年度（平成28年３月31日）

区分 取引の種類
契約額等
(百万円)

契約金額等の
うち１年超
(百万円)

時価
(百万円)

評価損益
(百万円)

市場取引以外の取引

為替予約取引     

売建     

　米ドル 13,328 － 401 401

買建     

米ドル 9,126 － △132 △132

 合　計  － 269 269

 
（注）時価の算定方法

　　　取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しております。

 

当連結会計年度（平成29年３月31日）

区分 取引の種類
契約額等
(百万円)

契約金額等の
うち１年超
(百万円)

時価
(百万円)

評価損益
(百万円)

市場取引以外の取引

為替予約取引     

売建     

　米ドル 11,029 － △15 △15

買建     

米ドル 11,395 － △151 △151

 合　計  － △166 △166

 
（注）時価の算定方法

　　　取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しております。
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２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

通貨関連

前連結会計年度（平成28年３月31日）

ヘッジ会計の方法 取引の種類 主なヘッジ対象
契約額等
(百万円)

契約金額等の
うち１年超
(百万円)

時価
(百万円)

原則的処理方法

為替予約取引     

売建     

米ドル 予定取引 5,515 － 17

買建     

米ドル 予定取引 127 － △0

合　計 5,643 － 16

（注）時価の算定方法

取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しております。

 

当連結会計年度（平成29年３月31日）

ヘッジ会計の方法 取引の種類 主なヘッジ対象
契約額等
(百万円)

契約金額等の
うち１年超
(百万円)

時価
(百万円)

原則的処理方法

為替予約取引     

売建     

米ドル 予定取引 1,724 － 8

買建     

米ドル 予定取引 － － －

合　計 1,724 － 8

（注）時価の算定方法

取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しております。
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（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

当社は、確定給付型の制度として退職一時金制度を設けております。

また、従来の退職金制度に上積みして確定給付企業年金法に基づくTTG企業年金基金に加入しておりますが、

自社の拠出に対応する年金資産の額が合理的に計算できないため、確定拠出制度と同様に会計処理しておりま

す。

 

２．確定給付制度

(1）簡便法を適用した制度の、退職給付に係る負債の期首残高と期末残高の調整表

 
前連結会計年度

（自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日）

退職給付に係る負債の期首残高 253百万円 283百万円

　退職給付費用 33 44

　退職給付の支払額 △4 △11

退職給付に係る負債の期末残高 283 316

（注）当社は、期末自己都合要支給額を退職給付債務とする簡便法を採用しております。

 

(2）退職給付費用

簡便法で計算した退職給付費用 前連結会計年度33百万円 当連結会計年度44百万円

 

３．複数事業主制度

　確定拠出制度と同様に会計処理する、複数事業主の企業年金基金制度への要拠出額は、前連結会計年度11百万

円、当連結会計年度13百万円であります。

(1）複数事業主制度の直近の積立状況

 
前連結会計年度

（平成28年３月31日）

当連結会計年度

（平成29年３月31日）

年金資産の額 3,311百万円 3,456百万円

年金財政計算上の数理債務の額 4,391 4,451

差引額 △1,080 △995

 

(2）複数事業主制度の掛金に占める当社グループの割合

前連結会計年度　2.2％　（自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日）

当連結会計年度　2.1％　（自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日）

 

(3）補足説明

上記(2)の割合は、当社の実際の負担割合とは一致しません。

(注)年金制度全体の積立状況については、入手可能な直近時点の年金財政計算に基づく数値として、前連結会計

年度は平成27年３月31日時点、当連結会計年度は平成28年３月31日時点の数値を記載しております。
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（ストック・オプション等関係）

該当事項はありません。

 

 

（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前連結会計年度

（平成28年３月31日）
 
 

当連結会計年度
（平成29年３月31日）

繰延税金資産（流動）    

未払事業税 21百万円 2百万円

賞与引当金 38  39

商品評価減 104  27

売掛金 100  130

その他 7  12

計 272  213

繰延税金負債（流動）    

その他 －  △2

繰延税金資産（流動）の純額 272  210

繰延税金資産（固定）    

退職給付に係る負債 86  96

その他 18  20

計 105  116

繰延税金負債（固定）    

その他有価証券評価差額金 △44  △63

その他 △2  △2

計 △47  △66

繰延税金資産（固定）の純額 57  50

繰延税金資産の純額 330  261

 

２. 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

 
前事業年度

（平成28年３月31日）
 

当事業年度
（平成29年３月31日）

法定実効税率

法定実効税率と税効
果会計適用後の法人
税等の負担率との間
の差異が法定実効税
率の100分の５以下
であるため注記を省
略しております。

 30.9％

（調整）   

交際費等永久に損金に算入されない項目   0.7

受取配当金等永久に益金に算入されない項目   0.0

住民税均等割   0.3

海外連結子会社の税率差  △5.4

持分法投資損益   0.7

その他  △1.3

税効果会計適用後の法人税等の負担率  25.9
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（資産除去債務関係）

資産除去債務のうち連結貸借対照表に計上しているもの

イ　当該資産除去債務の概要

　本社事務所の不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務等であります。
 

ロ　当該資産除去債務の金額の算定方法

　使用見込期間を取得から15年と見積り、割引率は1.854％を使用して資産除去債務の金額を計算しておりま

す。
 

ハ　当該資産除去債務の総額の増減

 
前連結会計年度

（自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日）

期首残高 35百万円 36百万円

時の経過による調整額 0 0

期末残高 36 36
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

　当社グループの報告セグメントは、当社及び子会社の構成単位のうち分離された財務諸表が入手可能であり、

取締役会が業績を評価し経営資源の配分を決定するために、定期的に検討を行う対象となっているものでありま

す。

　当社グループは、半導体及び電子部品等の売買を主な事業としており、顧客、地域そして商品別にきめ細かな

営業活動を展開するため日本国内において顧客に隣接した営業拠点を設け、また、顧客の生産拠点の海外シフト

に対応すると共に新規顧客開拓のため海外に支店及び子会社を設置しております。

従って、当社は「日本」及び「海外」の２つを報告セグメントにしております。

 

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

　報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に

おける記載と概ね同一であります。報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。セグメント間

の内部収益及び振替高は市場実勢価格に基づいております。

 

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

　　前連結会計年度（自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日）

  （単位：百万円）

 報告セグメント

 日本 海外 セグメント計

売上高    

外部顧客への売上高 89,784 99,588 189,372

セグメント間の内部売上高

又は振替高
7,137 94 7,231

計 96,921 99,682 196,604

セグメント利益 1,225 694 1,919

セグメント資産 36,742 19,919 56,661

その他の項目    

減価償却費 69 10 80

有形固定資産及び無形固定

資産の増加額
14 1 16
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　　当連結会計年度（自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日）

  （単位：百万円）

 報告セグメント

 日本 海外 セグメント計

売上高    

外部顧客への売上高 75,381 81,296 156,677

セグメント間の内部売上高

又は振替高
9,757 734 10,492

計 85,138 82,031 167,169

セグメント利益 447 802 1,249

セグメント資産 47,852 22,662 70,515

その他の項目    

減価償却費 15 2 18

有形固定資産及び無形固定

資産の増加額
36 3 39

 

４．報告セグメント合計額と連結財務諸表計上額との差額及び当該差額の主な内容（差異調整に関する事項）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

利益 前連結会計年度 当連結会計年度

報告セグメント計 1,919 1,249

その他の調整額 △12 3

連結財務諸表の営業利益 1,907 1,252

 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

資産 前連結会計年度 当連結会計年度

報告セグメント計 56,661 70,515

その他の調整額 △4 3

連結財務諸表の資産合計 56,656 70,519
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【関連情報】

前連結会計年度（自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90%を超えるため、記載

を省略しております。

２．地域ごとの情報

(1）売上高　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　      （単位：百万円）

日本 アジア その他の地域 計

66,596 118,997 3,778 189,372

（注）１．売上高は顧客の所在地を基礎として国又は地域に区分しております。

２．各区分に属する主な国又は地域の内訳は、次のとおりであります。

アジア・・・・中国、ホンコン、シンガポール

(2）有形固定資産　　　　　　　　　　　　　　　       （単位：百万円）

日本 アジア 計

47 9 56

 

３．主要な顧客ごとの情報　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

富士通株式会社 24,843 日本、海外

O-film Global (HK) Trading
Limited

18,105 海外

 

当連結会計年度（自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90%を超えるため、記載

を省略しております。

２．地域ごとの情報

(1）売上高　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　      　　（単位：百万円）

日本 アジア その他の地域 計

49,119 105,808 1,749 156,677

（注）１．売上高は顧客の所在地を基礎として国又は地域に区分しております。

２．各区分に属する主な国又は地域の内訳は、次のとおりであります。

アジア・・・・中国、ホンコン、シンガポール

(2）有形固定資産　　　　　　　　　　　　　　　       （単位：百万円）

日本 アジア 計

45 9 54

 

３．主要な顧客ごとの情報　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

O-film Global (HK) Trading
Limited

21,118 海外

富士通株式会社 20,949 日本、海外
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【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前連結会計年度（自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日）

　該当事項はありません。

当連結会計年度（自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日）

　該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前連結会計年度（自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日）

　該当事項はありません。

当連結会計年度（自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日）

　該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前連結会計年度（自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日）

　該当事項はありません。

当連結会計年度（自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日）

　該当事項はありません。
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【関連当事者情報】

１．関連当事者との取引

連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

（1） 連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る）等

前連結会計年度（自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日）

種類
会社等の
名称又は
氏名

所在地
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の
内容又
は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当事者との
関係

取引の内
容

取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

主要株主
豊田通商

株式会社

名古屋

市中村

区

64,936
総合

商社

(被所有)

直接26.6

間接23.5

金銭の預入・

役員の兼任あり

金銭の

預入
4,371 預け金 4,371

 

当連結会計年度（自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日）

種類
会社等の
名称又は
氏名

所在地
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の
内容又
は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当事者との
関係

取引の内
容

取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

主要株主
豊田通商

株式会社

名古屋

市中村

区

64,936
総合

商社

(被所有)

直接26.6

間接23.5

金銭の預入・

役員の兼任あり

金銭の

預入
12,497 預け金 16,869

（注）取引条件ないし取引条件の決定方針等

　　　　　金銭の預入の取引金額については、前期末残との純増減額を記載しております。

　　　　　金銭の預入については、市場金利等を勘案しており、利率を合理的に決定しております。

 

前連結会計年度（自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日）

種類
会社等の
名称又は
氏名

所在地
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の
内容又
は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当事者との
関係

取引の内
容

取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

主要株主

日本

サムスン

株式会社

東京都

港区
8,330

半導

体・

電子部

品

の販売

(被所有)

直接12.2

電子部品の同社

からの仕入

(特約店)

商品の

仕入
86,943 買掛金 19,595

仕入

割引
151 － －

 

当連結会計年度（自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日）

種類
会社等の
名称又は
氏名

所在地
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の
内容又
は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当事者との
関係

取引の内
容

取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

主要株主

日本

サムスン

株式会社

東京都

港区
8,330

半導

体・

電子部

品

の販売

(被所有)

直接12.2

電子部品の同社

からの仕入

(特約店)

商品の

仕入
78,286 買掛金 27,952

仕入

割引
29 － －

（注）１．上記金額のうち、取引金額は消費税等を含まず、期末残高には消費税等を含んで表示しております。

２．取引条件ないし取引条件の決定方針等

商品の仕入価格は市場価格等を勘案し毎期交渉の上決定しております。

仕入割引については、割引率は市場金利を勘案して合理的に決定しております。
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（2） 連結財務諸表提出会社の非連結子会社及び関連会社等

前連結会計年度（自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日）

種類
会社等の
名称又は
氏名

所在地
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の
内容又
は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当事者との
関係

取引の内
容

取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

関連会社

ITGマーケ

ティング

株式会社

 東京都

 港区
 　　 81

半導体

電子部品

の販売

（所有）

直接38.9

電子部品の同社

への販売

役員の兼任あり

商品の

売上
2,362 売掛金 1,095

 

当連結会計年度（自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日）

種類
会社等の
名称又は
氏名

所在地
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の
内容又
は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当事者との
関係

取引の内
容

取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

関連会社

ITGマーケ

ティング

株式会社

 東京都

 港区
 　　 81

半導体

電子部品

の販売

（所有）

直接38.9

電子部品の同社

への販売

役員の兼任あり

商品の

売上
2,958 売掛金 1,175

（注）１．上記金額のうち、取引金額は消費税等を含まず、期末残高には消費税等を含んで表示しております。

２．取引条件ないし取引条件の決定方針等

商品の売上価格は市場価格等を勘案し毎期交渉の上決定しております。

 

（3） 連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主(個人の場合に限る)等

前連結会計年度（自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日）

該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日）

該当事項はありません。
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（4） 連結財務諸表提出会社と同一の親会社をもつ会社等及び連結財務諸表提出会社のその他の関係会社の子会

社等

前連結会計年度（自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日）

種類
会社等の
名称又は
氏名

所在地
資本金又は
出資金

事業の内
容又は職
業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内
容

取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

同一の親

会社をも

つ会社

Toyota

Tsusho

(Malaysia)

Sdn.Bhd.

マレーシ

ア

クアラル

ンプール

市

2,333千

マレーシア

リンギット

輸出入

及び

販売

－

電子部品の

同社への

販売

商品の

売上
2,091 売掛金 723

 

当連結会計年度（自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日）

　　　　　該当事項はありません。
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   ２．親会社に関する注記

豊田通商株式会社（東京証券取引所、名古屋証券取引所に上場）

EDINET提出書類

株式会社トーメンデバイス(E02946)

有価証券報告書

63/82



（１株当たり情報）

 
前連結会計年度

（自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日）

１株当たり純資産額 3,735.11円 3,873.53円

１株当たり当期純利益金額 173.14円 180.86円

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 156.99円 158.88円

（注） １株当たり当期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額及び算定上の

　　　基礎は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日）

１株当たり当期純利益金額   

親会社株主に帰属する当期純利益金額

（百万円）
1,177 1,230

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する

当期純利益金額（百万円）
1,177 1,230

期中平均株式数（千株） 6,801 6,801

   

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額   

親会社株主に帰属する当期純利益調整額

（百万円）
△109 △149

（うち連結子会社の潜在株式による調整額

（百万円））
（△109） （△149）

普通株式増加数（千株） － －

希薄化を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり当期純利益金額の算定に含めなかった

潜在株式の概要

－ －

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

該当事項はありません。

【借入金等明細表】

区分
当期首残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 9,848 13,108 1.34 －

１年以内に返済予定の長期借入金 － － － －

１年以内に返済予定のリース債務 － － － －

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） － － － －

リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。） － － － －

その他有利子負債 － － － －

合計 9,848 13,108 － －

（注）平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均を記載しております。

 

【資産除去債務明細表】

当連結会計年度期首及び当連結会計年度末における資産除去債務の金額が、当連結会計年度期首及び当連結

会計年度末における負債及び純資産の合計額の100分の１以下であるため、連結財務諸表規則第92条の２の規定

により記載を省略しております。

 

（２）【その他】

当連結会計年度における四半期情報等

（累計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当連結会計年度

売上高（百万円） 36,065 77,192 114,048 156,677

税金等調整前四半期（当期）

純利益金額（百万円）
835 1,023 1,481 1,690

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益金額

（百万円）

578 735 1,108 1,230

１株当たり四半期（当期）純

利益金額（円）
85.07 108.21 163.03 180.86

 

（会計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり四半期純利益金額

（円）
85.07 23.14 54.83 17.83
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２【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

  (単位：百万円)

 
前事業年度

(平成28年３月31日)
当事業年度

(平成29年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 560 614

受取手形 233 158

売掛金 22,193 24,473

商品 9,176 8,729

前渡金 3 2

前払費用 9 10

繰延税金資産 272 210

短期貸付金 5,958 1,578

預け金 4,371 16,869

未収入金 302 －

その他 429 296

貸倒引当金 △17 △19

流動資産合計 43,493 52,925

固定資産   

有形固定資産   

建物 38 32

車両運搬具 0 0

工具、器具及び備品 9 12

有形固定資産合計 47 45

無形固定資産   

ソフトウエア 16 41

その他 0 0

無形固定資産合計 16 41

投資その他の資産   

投資有価証券 444 507

関係会社株式 939 939

関係会社出資金 35 35

繰延税金資産 62 54

その他 114 117

投資損失引当金 △12 △12

投資その他の資産合計 1,584 1,642

固定資産合計 1,648 1,729

資産合計 45,141 54,655
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  (単位：百万円)

 
前事業年度

(平成28年３月31日)
当事業年度

(平成29年３月31日)

負債の部   

流動負債   

買掛金 15,489 11,483

短期借入金 ※２ 195 ※２ 464

未払金 4,148 16,867

未払費用 77 146

未払法人税等 354 4

前受金 4 3

預り金 9 405

賞与引当金 123 126

その他 134 158

流動負債合計 20,537 29,660

固定負債   

退職給付引当金 283 316

資産除去債務 36 36

固定負債合計 319 353

負債合計 20,856 30,013

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,054 2,054

資本剰余金   

資本準備金 1,984 1,984

資本剰余金合計 1,984 1,984

利益剰余金   

利益準備金 55 55

その他利益剰余金   

別途積立金 800 800

繰越利益剰余金 19,280 19,598

利益剰余金合計 20,135 20,453

自己株式 △0 △1

株主資本合計 24,172 24,491

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 100 144

繰延ヘッジ損益 11 5

評価・換算差額等合計 112 150

純資産合計 24,285 24,641

負債純資産合計 45,141 54,655
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②【損益計算書】

  (単位：百万円)

 
前事業年度

(自　平成27年４月１日
　至　平成28年３月31日)

当事業年度
(自　平成28年４月１日
　至　平成29年３月31日)

売上高 97,797 85,504

売上原価   

商品期首たな卸高 12,497 9,176

当期商品仕入高 91,628 83,097

合計 104,126 92,273

商品期末たな卸高 9,176 8,729

商品売上原価 94,950 83,544

売上総利益 2,847 1,960

販売費及び一般管理費   

役員報酬 82 92

給料及び手当 483 499

賞与 60 57

賞与引当金繰入額 123 126

退職給付費用 45 57

法定福利費 104 101

交際費 60 60

旅費及び交通費 57 58

賃借料 124 108

支払リース料 3 2

減価償却費 72 13

貸倒引当金繰入額 △0 1

その他 329 353

販売費及び一般管理費合計 1,547 1,534

営業利益 1,299 425

営業外収益   

受取利息 12 13

受取配当金 394 11

仕入割引 151 29

為替差益 － 495

受取保証料 60 49

その他 15 6

営業外収益合計 633 605

営業外費用   

支払利息 9 3

債権売却損 56 14

支払手数料 17 17

為替差損 113 －

その他 59 14

営業外費用合計 256 49

経常利益 1,676 981

税引前当期純利益 1,676 981

法人税、住民税及び事業税 623 271

法人税等調整額 △120 52

法人税等合計 503 323

当期純利益 1,173 658
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日）

        (単位：百万円)

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計

 

資本準備金
資本剰余
金合計

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余
金合計

 別途積立金
繰越利益
剰余金

当期首残高 2,054 1,984 1,984 55 800 18,379 19,234 △0 23,271

当期変動額          

剰余金の配当      △272 △272  △272

当期純利益      1,173 1,173  1,173

自己株式の取得        － －

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

         

当期変動額合計 － － － － － 901 901 － 901

当期末残高 2,054 1,984 1,984 55 800 19,280 20,135 △0 24,172

 

     

 評価・換算差額等
純資産合計

 その他有価証券評価差額金 繰延ヘッジ損益 評価・換算差額等合計

当期首残高 76 △46 30 23,302

当期変動額     

剰余金の配当    △272

当期純利益    1,173

自己株式の取得    －

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

23 58 81 81

当期変動額合計 23 58 81 982

当期末残高 100 11 112 24,285
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当事業年度（自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日）

        (単位：百万円)

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計

 

資本準備金
資本剰余
金合計

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余
金合計

 別途積立金
繰越利益
剰余金

当期首残高 2,054 1,984 1,984 55 800 19,280 20,135 △0 24,172

当期変動額          

剰余金の配当      △340 △340  △340

当期純利益      658 658  658

自己株式の取得        △0 △0

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

         

当期変動額合計 － － － － － 318 318 △0 318

当期末残高 2,054 1,984 1,984 55 800 19,598 20,453 △1 24,491

 

     

 評価・換算差額等
純資産合計

 その他有価証券評価差額金 繰延ヘッジ損益 評価・換算差額等合計

当期首残高 100 11 112 24,285

当期変動額     

剰余金の配当    △340

当期純利益    658

自己株式の取得    △0

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

43 △5 38 38

当期変動額合計 43 △5 38 356

当期末残高 144 5 150 24,641
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【注記事項】

（重要な会計方針）

１．資産の評価基準及び評価方法

(1）有価証券の評価基準及び評価方法

　　子会社株式及び関連会社株式

　移動平均法による原価法を採用しております。

　　その他有価証券

時価のあるもの

　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均

法により算定）を採用しております。

時価のないもの

　移動平均法による原価法を採用しております。

(2）デリバティブ等の評価基準及び評価方法

　デリバティブ

　時価法を採用しております。

(3）たな卸資産の評価基準及び評価方法

　移動平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）を採用

しております。

２．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

　　　定率法を採用しております。ただし、平成28年４月1日以後に取得した建物附属設備及び構築物につい

　　ては、定額法を採用しております。

　　　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

　　　　建物　　　　　　　　　６～18年

　　　　車両運搬具　　　　　　　　６年

　　　　工具、器具及び備品　　４～15年

(2) 無形固定資産

　定額法を採用しております。

　なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用

しております。

３．引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

　売掛債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

(2) 賞与引当金

　従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。

(3) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務に基づき計上しております。

なお、当事業年度末における退職給付債務の算定に当たっては、自己都合退職による当事業年度末要支

給額の100％を退職給付債務とする方法によって計上しております。

(4) 投資損失引当金

　関係会社の投資に対する損失に備えるため、当該会社の財政状態等を勘案し、必要と認めた額を計上し

ております。
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４．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

(1) 消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

(2) 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理してお

ります。

(3) ヘッジ会計の方法

ヘッジ会計の方法

　将来の外貨建予定取引に係る為替予約については、繰延ヘッジ処理を採用しております。

ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段 ヘッジ対象

為替予約 外貨建債権

 外貨建債務

 外貨建予定取引

ヘッジ方針

　将来の外貨建取引に係る為替変動リスクを最小限にとどめ、適切な利益管理を行う目的から先物為替予

約を行い、為替変動リスクをヘッジしております。

ヘッジ有効性評価の方法

　ヘッジ手段とヘッジ対象に関する重要な条件が同一であり、ヘッジ開始時及びその後も継続して、相場

変動又はキャッシュ・フロー変動を相殺できるものと想定することができるため、ヘッジ有効性の判定は

省略しております。

 

（会計方針の変更）

　（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

　法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実

務対応報告第32号　平成28年６月17日）を当事業年度に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附属

設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

　　　これによる財務諸表に与える影響はありません。

 

（追加情報）

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

　「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）を

当事業年度から適用しております。
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（貸借対照表関係）

　１　関係会社に対する金銭債権及び金銭債務（区分表示したものを除く）

 
前事業年度

（平成28年３月31日）
当事業年度

（平成29年３月31日）

短期金銭債権 12,328百万円 23,345百万円

短期金銭債務 － －

 

※２　当社は、資金調達の機動性確保等を目的として、金融機関４行とコミットメントライン設定契約を締結

しております。事業年度末におけるコミットメントラインに係る借入未実行残高等は、次のとおりであり

ます。

 
前事業年度

（平成28年３月31日）
当事業年度

（平成29年３月31日）

コミットメントラインの総額 10,000百万円 10,000百万円

借入実行残高 － －

借入未実行残高 10,000 10,000

 

　３　保証債務

　次の子会社について、金融機関からの借入に対し、債務保証を行っております。

 
前事業年度

（平成28年３月31日）
当事業年度

（平成29年３月31日）

ATMD(Hong Kong)Limited 9,217百万円 12,318百万円

ATMD Electronics (Shanghai) Limited 436 325

計 9,653 12,644
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（損益計算書関係）

関係会社との取引高

 
前事業年度

（平成28年３月31日）
当事業年度

（平成29年３月31日）

営業取引による取引高   

売上高 8,239百万円 12,211百万円

仕入高 1,809 75

営業取引以外の取引による取引高 72 62

 

（有価証券関係）

　子会社株式及び関連会社株式は市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、記

載しておりません。

　なお、時価を把握することが極めて困難と認められる子会社株式及び関連会社株式の貸借対照表計上額は次の

とおりです。

 
前事業年度

（平成28年３月31日）
当事業年度

（平成29年３月31日）

 子会社株式 907百万円 907百万円

 関連会社株式 31 31

　        計 939 939
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前事業年度

（平成28年３月31日）
 
 

当事業年度
（平成29年３月31日）

繰延税金資産（流動）    

未払事業税 21百万円 2百万円

賞与引当金 38  39

商品評価減 104  27

売掛金 100  130

その他 12  12

計 277  213

繰延税金負債（流動）    

その他 △5  △2

繰延税金資産（流動）の純額 272  210

繰延税金資産（固定）    

退職給付引当金 86  96

その他 22  24

計 109  121

繰延税金負債（固定）    

資産除去債務 △2  △2

その他有価証券評価差額金 △44  △63

計 △47  △66

繰延税金資産（固定）の純額 62  54

繰延税金資産の純額 334  265

 

２. 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

 なった主要な項目別の内訳

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異が法定実効税率の100分の５以下であるため、

記載を省略しております。

 

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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④【附属明細表】

【有形固定資産等明細表】

（単位：百万円）

区分 資産の種類 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期償却額 当期末残高
減価償却
累計額

有形固

定資産
建物 108 － － 5 108 75

車両運搬具 6 － － 0 6 6

工具、器具及び備品 47 6 － 3 54 41

計 162 6 － 9 168 123

無形固

定資産
ソフトウエア 297 29 － 3 326 284

その他 0 － － － 0 －

計 297 29 － 3 326 284

（注）１．当期首残高及び当期末残高については、取得原価で記載しております。

２．主な有形固定資産及び無形固定資産の増減は次のとおりであります。

（増加額）

工具、器具及び備品　本社複合機　　２百万円

　　　　　ソフトウエア　　　　基幹システムバージョンアップライセンス　 22百万円

　　　　　　　　　　　　　　　商品センター在庫管理システム機能追加　　 ４百万円

【引当金明細表】

（単位：百万円）

科目 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

貸倒引当金 17 1 － 19

投資損失引当金 12 － － 12

賞与引当金 123 126 123 126

 

（２）【主な資産及び負債の内容】

連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。

 

（３）【その他】

該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日
９月30日

３月31日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の買取り  

取扱場所
（特別口座）

東京都千代田区丸の内一丁目４番１号　三井住友信託銀行株式会社　証券代行部

株主名簿管理人
（特別口座）

東京都千代田区丸の内一丁目４番１号　三井住友信託銀行株式会社

取次所 ─────────

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

電子公告

ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告による公告をすることができ

ない場合は、日本経済新聞社に掲載する。

公告掲載ＵＲＬ

http://www.tomendevices.co.jp/02/notice.html

株主に対する特典

株主優待制度

(1）対象株主　毎年９月30日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載された１単元

以上の株主

(2）優待内容

所有株式 優待品

100～200株未満 健康オイルセット５本入り

200～500株未満 新潟産コシヒカリ５kg

500～5,000株未満 クオカード3,000円分、輸入ワイン、健康オイルセット10本

入り、新潟産コシヒカリ10kgの４品から１品選択

5,000株以上 クオカード5,000円分、上級輸入ワイン、健康オイルセット

５本入り＋新潟産コシヒカリ10kgの３品から１品選択
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

２【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

（1）有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

事業年度（第25期）（自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日）平成28年６月27日関東財務局長に提出

（2）内部統制報告書及びその添付書類

平成28年６月27日関東財務局長に提出

（3）四半期報告書及び確認書

（第26期第１四半期）（自　平成28年４月１日　至　平成28年６月30日）平成28年８月12日関東財務局長に提出

（第26期第２四半期）（自　平成28年７月１日　至　平成28年９月30日）平成28年11月14日関東財務局長に提出

（第26期第３四半期）（自　平成28年10月１日　至　平成28年12月31日）平成29年２月14日関東財務局長に提出

　　 (4) 臨時報告書

　　　　 平成28年６月28日関東財務局長に提出

 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項９号の２（株主総会における議決権行使の結果）に基づく臨

時報告書であります。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書  

 

   平成29年６月28日

株式会社トーメンデバイス    

 

 取締役会　御中  

 

 ＰｗＣあらた有限責任監査法人  

 

 
指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
 公認会計士 椎野　泰輔

 

 
指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
 公認会計士 大橋　佳之

 

＜財務諸表監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社トーメンデバイスの平成28年４月１日から平成29年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわ

ち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算

書、連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行った。

 

連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正に

表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するために

経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定

し、これに基づき監査を実施することを求めている。

　監査においては、連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当

監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用され

る。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価

の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制

を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価

も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式

会社トーメンデバイス及び連結子会社の平成29年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経

営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
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＜内部統制監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社トーメンデバイスの

平成29年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。

 

内部統制報告書に対する経営者の責任

　経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に

係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

　なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を

表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準

に準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽

表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき内部統制監査を実施すること

を求めている。

　内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手するた

めの手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性

に基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果

について経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

　当監査法人は、株式会社トーメンデバイスが平成29年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した

上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠し

て、財務報告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

（注）１．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会
社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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 独立監査人の監査報告書  

 

   平成29年６月28日

株式会社トーメンデバイス    

 

 取締役会　御中  

 

 ＰｗＣあらた有限責任監査法人  

 

 
指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
 公認会計士 椎野　泰輔

 

 
指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
 公認会計士 大橋　佳之

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社トーメンデバイスの平成28年４月１日から平成29年３月31日までの第26期事業年度の財務諸表、すなわち、

貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査を行っ

た。

 

財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表示

することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が

必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することに

ある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに

基づき監査を実施することを求めている。

　監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査

法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。財務

諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に

際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。

また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

トーメンデバイスの平成29年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点

において適正に表示しているものと認める。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

（注）１．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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